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内容梗概

本論文は，筆者が 2000 年から 2003 年にかけて大阪大学大学院工学研究科在学中

に行った遍在アンテナを用いた空間分割通信方式に関する研究成果をまとめたもの

であり，以下の 7 章により構成されている.

第 1 章は，序論であり，本論文に関連する研究分野の現状について述べるととも

に，本論文における研究背景および研究目的を明確にする.

第 2 章では，まず，本研究で検討している遍在アンテナシステムの構成と概要

について説明を行う.次に，サービスエリア内全域で同一周波数帯域での運用を

実現するため，遍在アンテナを用いた空間分割多元接続 (SDMA: Space Division 

Multiple Access) 方式および空間分割複信 (SDD: Space Division Duplex) 方式の提

案を行う.遍在アンテナ SDMA 方式は，分散配置された無線基地局をアレイアン

テナの一素子と考え，中央制御局で適応信号処理を行うことで MIMO (Multi-Input 

M ulti-Output) システムを構築し，サービスエリア内で同一周波数帯域で送信され

た複数の移動端末からの上りリンク信号を同時に受信可能にする方式である.ま

た，遍在アンテナ SDD 方式は，遍在アンテナにおける中央制御局での集中制御性

を利用し，ある無線基地局が下りリンク送信中であっても，その近くで発生した上

りリンク信号を同一周波数帯域で受信可能にする，上りリンクと下りリンクの複信

方式である.以上のシステムについてそれぞれその構成と問題点および以降の章と

の関連を述べる.

第 3 章では，遍在アンテナを用いた直交周波数分割多重 (OFDM: Orthogonal 

Frequency Division Multiplexing) 信号の空間分割多元接続方式を提案する.提案

方式は，無線信号にマルチパス耐性のある OFDM を用いることで，遍在アンテナ

を用いて SDMA を実現する際に問題となる光ファイバ無線 (RoF: Radio-on-Fiber) 

リンクでの遅延時間差の影響を除去でき，効果的に複数端末の同一周波数運用が実

現できる.また，周波数選択性フェージング環境下での周波数ダイパーシチ利得を

向上させるため，最小平均二乗誤差 (MMSE: Minimum Mean Square Error) 合成

適用後の信号を平均二乗誤差で正規化する方式を提案する.本章では計算機シミュ

レーションを用いて，提案方式の伝送特性についての評価を行い，評価結果から提

案方式の有効性を示す.



lV 

第 4 章では，遍在アンテナ SDMA 方式における光リンク雑音の影響を軽減する

ため，基地局選別方式を用いた MMSE合成を提案する.この方式は，光リンクに

おける搬送波対雑音電力比 (CNR: Carrier to N oise power Ratio) が低いブランチが

存在する場合，そのブランチからの信号を用いずに MMSE 合成を行うことで，光

リンク雑音の影響を軽減する方式である.第 4章では，まず，第 3 章で提案した遍

在アンテナ SDMA 方式において，周波数選択性フェージングを受けた OFDM 信

号を光伝送した場合の光リンク CNR特性を明らかにする.その後，光リンク雑音

が影響する場合のシステムの周波数利用効率について計算機シミュレーションを行

い，提案方式の有効性を示す.

第 5 章では，シリアル判定帰還型干渉キャンセラ (SIC: Serial Interference Canｭ

celler) を適用した遍在アンテナ SDMA 方式を提案する.第 3ぅ 4 章で検討した方式

は SDMA 実現のため MMSE合成に基づく線形フィルタを用いた複局同時受信方式

を用いたが，この方式では複数の基地局で受信しているにも関わらず，同一周波数

干渉除去にアレイアンテナの自由度を使うため，ダイバーシチ利得が少なくなって

しまう.この問題を解決するため，非線形の複局同時受信方式であるシリアル判定

帰還型干渉キャンセラを遍在アンテナに適用することを提案し，その特性改善効果

を計算機シミュレーションにより明らかにする.

第 6 章では，サービスエリア内で上りリンク/下りリンクの複信を同一周波数帯

域で実現する，遍在アンテナを用いた SDD 方式を提案する.提案方式では，下り

リンク信号が上りリンク信号受信時に与える干渉に対しては中央制御局における

一括制御を利用して除去する.また，上りリンク信号が下りリンク信号受信時に与

える干渉を， RTS/CTS (Request To Send/Clear To Send) を利用することで回避

する.提案方式の下りリンク送信中に上りリンクが送信可能となる確率を計算機シ

ミュレーションにより評価し，提案方式の有効性を示す.

第 7 章では結論であり，本研究で得られた成果について総括を行う.
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第 1章 序論

1990 年代の PC (Personal Computer) などの情報端末の高性能化や情報コンテンツ

の充実に伴い，インターネットの普及が急激に加速した.その結果， WWW(World 

Wide Web) を利用した情報の閲覧/発信や電子メールによるメッセージ、の交換， VoIP 

(Voice over IP) 技術による安価な音声通話などの多彩なサービスを，専門的な知識

を必要とせず誰にでも簡単に利用できるようになった [1].

インターネットを利用するには情報端末をネットワークに接続する必要があり，

普及当初は電話回線や専用線などの有線系ネットワークを用いた接続が一般的で

あった.有線系ネットワークを用いた接続では利用形態が限定されてしまうのに

対し，無根通信では携帯可能な情報端末を用いることにより，時間や場所を選ばず

自由にネットワークへ接続できる.しかし，現在広く普及している PDC (Personal 

Digital Cellulaりや PHS (Personal Handy-phone System) [2 ぅ 3] を用いた接続では，

伝送速度が低く，その用途は音声通話や低速データ通信に制限されるため，イン

ターネット接続を行うには不十分である.

日本でのセルラー移動通信システムは， 1990 年代に第 2 世代としてディジタル方

式を用いた PDCが登場したのをきっかけに，端末の小型化や低価格化がその普及を

急激に加速した [3]. PDC は初めは音声通話としての利用が主であったが， 1999 年

に簡易インターネットブラウザを搭載した端末が登場し，インターネット接続の無

線インターフェースとしての利用が拡大した.セルラー移動通信システムはサーピ

スエリアが広く，いつでも，どこでもサービスを享受できるが，インターネット上の

多彩なコンテンツにアクセスするには伝送速度が十分で、なかった.また，各国ごと

に異なる通信方式を用いているので，通信のグローパル化を目指す上でも次世代の

移動通信システムの登場が望まれていた.そこで，第 3世代の移動通信システムとし

て，初の世界統一規格である IMT-2000 (International Mobile Telecommunications 

2000) の標準化が行われ， 2001 年よりサーピスが開始された [4-6]. IMT-2000 では
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移動環境で 144kbps，歩行環境で 384kbps，準静止環境で 2Mbps と，現行の PDC

や PHS に比べて数~数十倍の伝送速度が規定されている.さらに， HSDPA (Highｭ

Speed Down Link Packet Access) や 1xEV-DO (Evolution of 1X mode ー Data Only) う

1xEV-DV (Evolution of 1X mode -Data and Voice) などの下りリンクのパケット伝

送に特化した高速伝送方式の適用が検討されており，今後の展開が期待される [6ぅ 7].

一方，オフィスや大学などの構内系無線ネットワークの分野では， IEEE (Institute 

of Electrical and Electronics Engineers) 802 .11 ワーキンググループで標準化された

無線LAN (Local Area Network) システムの普及が拡大している [8-10]. 無線 LAN

は従来 10/100base-T のイーサネットケーブルで構築していた構内 LAN を無線化

するものであり，その伝送速度は数~数十 Mbps のオーダーで標準化されている.

無線LAN の規格としては， 2.4GHz 帯を用いて最大 11Mbps の伝送速度を実現する

IEEE802.11b が現在最も普及している [11]. さらに， 5GHz 帯を用いてより高速な

伝送を可能にする IEEE802.11a が普及しつつある [12]. また， 2003 年に 2.4GHz 帯

を用いて IEEE802.11b と下位互換を保証しつつ IEEE802.11a と同じ最大伝送速度を

提供する IEEE802.11g が標準化され，今後の普及が期待される. IEEE 802.11a およ

び、 IEEE802.11g は無線伝送方式にマルチパス伝搬に耐性を持つ OFDM (Orthogonal 

Freq田町y Division Multiplexing) [13-16] が用いられており，最大 54Mbps の高速

伝送を提供できる. IEEE802.11 で標準化されている無線LAN は，免許不要の周波

数帯である 2.4GHz 帯や 5GHz 帯を用いており，個人でも容易にシステムを構築で

きる.そのため，主として利用されているオフィスでの無線 LAN という用途だけ

でなく，家庭内でのマルチメディアストリーミングなどに代表されるホームネット

ワーキングや，屋外のホットスポットなどにおけるインターネットアクセスサービ

スなど，様々な場面で使用されるようになってきた.

また，日本においても次世代の高速無線アクセスシステムとして MMAC (Multiｭ

media Mobile Access Communication systems) の標準化活動が行われている [17].

MMAC推進協議会では， 5GHz 帯/25GHz 帯を利用した高速無線アクセスシステム

(HiSWANa/b:High-Speed Wireless Access Network a/b) やミリ波帯の電波を利用

して最大 156Mbps の伝送速度を実現する超高速無線 LAN システム， SHF 帯等 (3

~60GHz) の電波を利用した最大 30Mbps の伝送が可能な移動体通信システム，無

線ホームリンク [18 ぅ 19] などの研究開発が行われている.特に， 5GHz 帯を用いる
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HiSWANa は同じ 5GHz 帯を用いる IEEE802.11a や欧州、|の ETSI-BRAN (European 

Telecommunication Standards Institute -Broadband Radio Access Networks) で標

準化されている HIPERLAN/2 (High-Performance LAN type 2) [8 ヲ 20] と共通の物

理レイヤ規格をめざして標準化が進められた [21]. また，アクセス制御方式として

は HIPERLAN/2 と同じく TDMA/TDD (Time Division Multiple Access / Time 

Division Duplex) を用いて集中制御することでスルーフ。ツトの向上や QoS (Quality 

of Service) 保証をサポートしており，今後の発展が期待される.

高速無線アクセスシステムを利用形態に合わせて用いることで，人々は時や場所

にとらわれずにネットワークへ接続でき，様々な場面で情報通信社会の恩恵を受け

られるようになってきた.これに伴い，今後，これまでの有線ネットワークを無線

に置き換えただけの無線通信サーピスだけでなく，無線通信ならではのモバイルマ

ルチメディアサービスが発展していくものと考えられる.しかし，無線通信を用い

たサービスは，周波数を資源として使用するので，利用者の増加や伝送速度の向上

などの要求に対して厳しい制限がある.例えば， IEEE802.11a や IEEE802.11g は

最大で 54Mbps の伝送速度で標準化されているが，これは物理層での伝送速度であ

り， IP 層での実効スループットは 30Mbps 程度しかなく， 100base-T の有線 LAN

との速度差は依然として大きい.さらに，このスループット値も伝搬路状況が良好

であり，同時使用しているユーザが他にいない場合の最良値である.このことから，

今後の高速無線アクセスシステムの利用の拡大に伴い，現行の方式では，常に快適

な無線アクセスをユーザに提供することが困難になると予想される.そのため，限

られた周波数帯域内で多くのユーザに広帯域伝送を提供可能な，すなわち，一層高

い周波数利用効率を実現する無線アクセスシステムが望まれる.

無線通信では空間を自由に伝搬する電波を媒体として通信を行うため，電波の届

く範囲内ならば通信相手以外にもその信号は伝達する.そのため，複数の無線局が

同時に同一周波数帯域で送信を行うと，互いに干渉を起こしてしまい，情報を正し

く伝送できなくなる.このような干渉は同一周波数干渉と呼ばれ，無線通信システ

ムの周波数利用効率を制限する要因の一つである.携帯電話などで用いられている

セルラー移動通信システムでは，隣接するセルには異なる周波数帯域を割り当て，

同一周波数帯域は干渉が無視できるほど離れたセルにおいて再利用することで，同

一周波数干渉の影響を軽減している [2]. この方式では，システムの周波数利用効
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率は面積あたりの同一周波数のセルの繰り返し利用回数によって変わる.繰り返し

利用回数は，利用可能な周波数帯域幅とシステムに必要な周波数利用効率から決定

する.例えば， PDC では 3 つの直交した周波数帯域を用いて周波数繰り返しが行

われている (3 セル繰り返し).また， IEEE802.11 準拠の無線LAN 規格でも直交し

た周波数帯域が 2.4GHz 帯の IEEE802.11b で 3 チャネル， 5GHz 帯の IEEE802. l1a

で 12 チャネル用意されており，隣接するアクセスポイントには異なる周波数帯域

を割り当てる必要がある [8].

さらに，セルラー移動通信システムにおいて，セルサイズを小型化し，セルを

サービスゾーン内に密に配置した，マイクロセル方式が提案されている [2]. この

方式は，サーピスエリアをマイクロセルと呼ばれる半径数百m のエリアに分割する

ことによって，面積あたりの同一周波数帯域や符号の繰り返し利用回数を増やし，

周波数利用効率を改善する方式である.しかし，セルサイズの小型化に伴い，基地

局数の増大や移動端末がセルをまたがって移動する場合のハンドオーバー制御，基

地局への周波数割り当てなどの周波数管理が複雑化するという問題が生じる.

このような状況の中，近年，光通信と無線通信を融合した光電波融合通信システ

ムが，分配性・移動性に優れる無線通信の特徴と，広帯域性・広域転送性に優れる光

通信の特徴を兼ね備えた新たな通信システムとして注目を浴びている [22-25]. こ

の方式では，光ファイバ内を広帯域な自由伝搬空間とみなして，無線基地局で受信

した無線信号を RF (Radio Frequency) 信号の形態を保持したまま光ファイパ無線

(RoF: Radio-on-Fiber) リンクを通じて中央制御局まで伝送し，一括して信号処理を

行う.したがって，従来，各無線基地局に配置する必要のあった送受信機，無線変

復調器などをすべて中央制御局に集中配備できるので，無線基地局のハードウェア

規模を抑えることができる.また，無線基地局は E/ 0 (Electrical to Optical) , O/E 

(Optical to Electrical) 変換器のみを備えればよいので，光ファイパネットワークと

無線基地局を汎用化でき，様々な無線サービスでシステムを共用できる.

RoF 技術をマイクロセル方式に適用した光マイクロセル方式では，各セルの無

線基地局と中央制御局は RoF リンクで接続されており，すべての信号処理は中央

制御局で行われる [24 ぅ 25]. 従って，無線基地局は E/O ， O/E 変換の機能を備える

だけでよく，マイクロセル方式のデメリットであった，無線基地局の設備コストを

低減でき，無線基地局の増設が比較的容易に行える.さらに，ハンドオーバ制御や
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周波数管理などの制御を中央制御局で一括して行えるため，マイクロセル方式にお

ける制御の複雑化の問題も回避できる.

光マイクロセル方式では，無線基地局での電波空間をそのまま中央制御局で再

現できるため，機能集約された中央制御局で，同一周波数干渉除去などの周波数利

用効率向上のための信号処理を容易に実現できる.特に，サーピスエリア内に分散

配置されている複数のマイクロセル基地局をブランチとしてダイパーシチを行い，

周波数利用効率の改善を図る遍在アンテナシステムの検討が行われている [26-28].

遍在アンテナシステムにおいて，複数の無線基地局から同時に送信を行うセル間

ダイパーシチ方式を用いることで，フェージングによる伝送特性の劣化を防ぐこと

ができる [26ぅ 27]. また，光リンクにおける雑音を考慮した最大比合成セル間ダイ

パーシチを行うことで，システムの周波数利用効率を改善できることが示されてい

る [28].

一方，近年，複数の送受信アンテナと適応信号処理を用いることで利用周波数帯

域幅を変えずに周波数利用効率を向上させる MIMO (Multi-Input Multi-Output) 

システムに注目が集まっている [31-39]. MIMO システムは複数の送信アンテナか

ら同時に同一周波数帯域で送信された異なる信号を，アダプテイブアレイ [40-42]

のような複数の受信アンテナを備える受信機を用いて受信し，受信側で空間領域で

の適応信号処理を適用して同一周波数干渉を除去し，検出することでシステム容量

の向上を図るシステムである. MIMO システムの研究においては，移動端末が複

数の送信アンテナを備え，異なる情報を同一周波数帯域で同時に伝送することで，

伝送容量の向上を図る空間分割多重何DM: Space Division Multiplex) や，一つの

送信アンテナを備えた複数の移動端末が同時に同一周波数帯域でアクセスすること

を可能にする空間分割多元接続 (SDMA: Space Division Multiple Access) 方式の

検討がなされている [32-35]. このほか，システム容量を上げるのではなく，情報

理論や符号化技術に基づいた送信ダイパーシチを行うことで伝送品質の向上を目

的とする Space-Time Coding の研究も広く行われている [36-38]. MIMO システム

はその周波数利用効率向上能力から IEEE802.11a や IEEE802.11g に続く高速無線

LAN システムへの適用が検討されている [34].

RoF を用いた遍在アンテナシステムにおいて， MIMO システムに基づく空間領

域での信号処理を行い SDMA を実現する，遍在アンテナ SDMA方式が提案されて
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いる [29]. この方式は，サービスエリア内に分散配置されているすべての無線基地

局に同一の周波数帯域を割り当て，無線基地局をアレイアンテナの一素子と見な

し，中央制御局で最小平均二乗誤差 (MMSE: Minimum Mean Square Error) 合成

による複局同時受信を行うことで， SDMA を実現する.この方式を用いることで，

サービスエリア内で複数の移動端末が，同時に同一周波数帯域を用いて上りリンク

信号を送信可能となり，周波数利用効率を改善できることが示されている.また，

ハンドオーバ制御や無線基地局ごとの周波数割り当てが不要になるため，システム

の運用が容易になる.

しかし，遍在アンテナ SDMA方式を実現する場合， RoF リンクでの伝搬遅延時

間が各無線基地局ごとに異なるため，遅延時間差が生じ， MMSE 合成をそのまま

適用しただけでは SDMA を実現できない.さらに，無線基地局で受信された信号

は， RF 信号の形式を保持したまま RoF リンクを通じて中央制御局へ伝送されるた

め， RoF リンクで発生する雑音および歪の影響を無視できない.これまでの遍在ア

ンテナを用いた SDMA 方式の検討では，このような実現性に関する議論はされて

いない.また， MMSE 合成は，平均二乗誤差を最小にするという意味で最適な線

形フィルタであるが，同時に送信を行う移動端末数と無線基地局数が同数の場合，

複数の無線基地局で受信しているにも関わらず，ダイパーシチ利得がなくなるとい

う問題がある [13 ， 30].

そこで，本論文では，遍在アンテナ SDMA方式の実現性についての検討を行う.

まず， RoF リンクで発生する伝搬遅延時間差の影響を除去するため，無線信号に

OFDM信号を用いた遍在アンテナ SDMA方式を提案する [43-49]. OFDM 信号は，

各シンボルの先頭にガード区聞が設けられているため， RoF リンクでの遅延時間差

による符号間およびサブチャネル聞の干渉の影響を取り除くことができる [14-16].

次に， RoF リンクで発生する雑音および歪が遍在アンテナ SDMA 方式に与える

影響について検討するため，提案方式における RoF リンクの搬送波対雑音電力比

(CNR: Carrier to N oise power Ratio) 特性の評価を行う [50 ぅ 51]. さらに， RoF リ

ンク雑音の影響による伝送特性の劣化を軽減するため， RoF リンクの雑音の影響

の強いブランチを用いずに MMSE 合成を行う，基地局選別方式を提案する.また，

遍在アンテナ SDMA 方式におけるダイパーシチ利得を向上するため，非線形の複

局同時受信方式であるシリアル判定帰還型干渉キャンセラ (SIC: Serial 1凶
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Canceller) [35 ， 52ぅ 53] の遍在アンテナ SDMA方式への適用を提案する [54]. SIC を

用いることで，同時に送信する移動端末と無線基地局が同数であっても， MMSE 

合成では失われるダイバーシチ利得が得られ，伝送特性を改善できることを示す.

一方，インターネット接続のようなマルチメディア情報伝送を行う場合，そのト

ラヒック量は，時間や伝送するデータの種類によって激しく変動し，また，下りリ

ンクのトラピック量が上りリンクのトラヒック量を大きく上回っている.このよう

な環境下でのアクセス制御方式としては， トラヒツクの発生に応じてパケットを送

信するランダムアクセス方式が用いられている [9 ， 10]. この方式では，上りリンク

通信と下りリンク通信は同一周波数帯域で行われる.そのため，このような状況下

においてサービスエリア内での同一周波数運用を行う場合，無線基地局から送信さ

れた下りリンク信号が上りリンク信号受信時に与える干渉，および上りリンク信号

が下りリンク信号受信中の移動端末に与える干渉について考慮する必要がある.特

に，上りリンク信号が下りリンク信号受信中の移動端末に与える干渉は，遍在アン

テナを用いた SDMA 方式のように中央制御局での空間的な信号処理では除去でき

ないため，移動端末側での対策が必要となる.

そこで，本論文では，下りリンク受信中の移動端末への同一周波数干渉対策とし

て， RTSjCTS (Request To SendjClear To Send) を利用することで，上下リンク

の複信を同一周波数帯域で実現する，遍在アンテナを用いた空間分割複信 (SDD:

Space Division Duplex) 方式を提案する.この方式では，下りリンク信号が上りリ

ンク信号受信時に与える干渉に対しては中央制御局における一括制御性を利用し

て除去する.また，上りリンク信号が下りリンク信号受信時に与える干渉は，無線

LAN において隠れ端末問題解決のために用いられている RTSjCTS [10] を利用し，

下りリンク受信中の端末に強い干渉を与える移動端末の送信を事前に禁じることで

干渉を回避する方式である [55]. その結果，複数の同一周波数運用の無線基地局か

ら構成されるエリアを一つのゾーンとして見た場合，そのゾーン内で，空間的に離

れた位置にある無線基地局で上りリンク通信と下りリンク通信をそれぞれ行うこと

で，上下リンクの複信を同一周波数帯域で実現できる.

本論文は全 7章で構成されており，以下，第 2章から第 7章までの概要を述べる.

第 2 章では，まず，本論文で検討している遍在アンテナシステムの構成と概要に

ついて説明を行う.次に，サービスエリア内全域で同一周波数帯域での運用を実現
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するため，遍在アンテナを用いた SDMA方式および SDD 方式の提案を行う.遍在

アンテナ SDMA 方式は，分散配置された無線基地局をアレイアンテナのー素子と

考え，中央制御局で適応信号処理を行うことで MIMO システムを構築し，サービ

スエリア内で同一周波数帯域で送信された複数の移動端末からの上りリンク信号を

同時に受信可能にする方式である.また，遍在アンテナ SDD 方式は，遍在アンテ

ナにおける中央制御局での集中制御性を利用し，ある無線基地局が下りリンク送信

中であっても，その近くで発生した上りリンク信号を同一周波数帯域で受信可能に

する上りリンクと下りリンクの複信方式である.以上のシステムについてそれぞれ

その構成と問題点および以降の章との関連を述べる.

第 3 章では，遍在アンテナを用いた OFDM信号の空間分割多元接続方式を提案

する.提案方式は，無線信号にマルチパス耐性のある OFDM を用いることで，遍在

アンテナを用いて SDMA を実現する際に問題となる RoF リンクでの遅延時間差の

影響を除去でき，効果的に複数端末の同一周波数運用が実現できる.また，周波数

選択性フェージング環境下での周波数ダイパーシチ利得を向上させるため， MMSE 

合成後の信号を平均二乗誤差で正規化する方式を提案する.本章では計算機シミュ

レーションを用いて提案方式の伝送特性についての評価を行い，評価結果から提案

方式の有効性を示す.

第 4 章では，遍在アンテナを用いた SDMA 方式における光リンク雑音の影響を

軽減するため，基地局選別方式を用いた MMSE 合成を提案する.この方式は，光

リンクでの CNRが低いブランチが存在する場合，そのブランチからの信号を用い

ずに MMSE 合成を行うことで，光リンク雑音の影響を軽減する方式である.第 4

章では，まず，第 3 章で提案した遍在アンテナ SDMA 方式において，周波数選択

性フェージングを受けた OFDM 信号を光伝送した場合の光リンク CNR特性を明

らかにする.その後，光リンク雑音が影響する場合のシステムの周波数利用効率に

ついて計算機シミュレーションを行い，提案方式の有効性を示す.

第 5 章では， SIC を適用した遍在アンテナ SDMA 方式を提案する.第 3， 4 章で

検討した方式は SDMA実現のため線形フィルタである MMSE 合成を用いた複局同

時受信方式を用いたが，この方式では同一周波数干渉除去にアレイアンテナの自由

度を使うため，複数の基地局で受信しているにも関わらずダイバーシチ利得が少な

くなってしまう.この問題を解決するため，非線形の複局同時受信方式である SIC
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を遍在アンテナに適用することを提案し，その特性改善効果を計算機シミュレー

ションにより明らかにする.

第 6章では，サービスエリア内で上りリンクと下りリンクの複信を同一周波数帯

域で実現する，遍在アンテナを用いた SDD 方式を提案する.提案方式では，下り

リンク信号が上りリンク信号受信時に与える干渉に対しては中央制御局における一

括制御性を利用して除去する.また，上りリンク信号が下りリンク信号受信時に与

える干渉を， RTSjCTS を利用して干渉を与えるおそれのある移動端末の送信を禁

止することで回避する.提案方式の下りリンク送信中に上りリンクが送信可能とな

る確率を計算機シミュレーションにより評価し，提案方式の有効性を示す.

第 7 章では結論であり，本研究で得られた成果について総括を行う.
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第 2章 遍在アンテナシステム

2.1 序言

本章では，遍在アンテナシステムの基本概念について述べる.遍在アンテナシス

テムは，サービスエリア内に分散配置されている無線基地局と中央制御局を RoF

リンクで接続し，無線変復調などの信号処理を全て中央制御局で行うシステムであ

る.特に，遍在アンテナを用いた空間分割多元接続 (SDMA) 方式は，同一周波数

帯域で運用される複数の分散配置された無線基地局をアレイアンテナの一素子と

考え，機能集約された中央制御局で適応信号処理を行うことで MIMO システムを

構築し，同一周波数帯域で送信された複数端末からの上りリンク信号を同時に受信

可能にする方式である.また，遍在アンテナを用いた空間分割複信 (SDD) 方式は，

遍在アンテナにおける中央制御局での一括制御性を利用し，ある無線基地局が下り

リンク送信中であっても，その近くで発生した上りリンク信号の一部を同一周波数

帯域で受信可能にする，上りリンクと下りリンクの複信方式である.

本章では，まず，遍在アンテナシステムの構成について説明を行う.次に，サー

ビスエリア全域で同一周波数帯域での運用を可能するため，遍在アンテナを用いた

SDMA方式およびSDD 方式の提案を行う.これらの方式についてその構成と問題

点を述べ，以降の章との関連を述べる.

2.2 遍在アンテナシステムの構成

無線通信は空間を伝搬する電波を媒体としており，時や場所にとらわれずに利用

できるため，利用者とネットワークをつなぐインターフェースとして広く用いられ

るようになってきた.しかし，複数の無線局が同時に送信を行った場合に発生する

同一周波数干渉，周波数資源の逼迫や送信電力の制限による高速化，広域化への制

約，電波形式の分散などといった問題がある.
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Central Control Station 

|E/O,O/E,Modem. ,Signal Processing I 

図 2.1: 遍在アンテナシステム(光マイクロセル方式)の構成

一方，近年，これまでは単独に扱われ，それぞれ独立に発展してきた無線通信技

術と光通信技術を高度に融合させた光電波融合通信システムに注目が集まってい

る [22-25]. このシステムでは，光ファイパを低損失で広帯域な自由空間とみなし，

無線信号をその形式を保持したまま光ファイパ伝送することで，分配性・移動性に

優れる無線通信の特徴と，広帯域性・広域転送性に優れる光通信の特徴を兼ね備え

た通信ネットワークを実現できる.

セルラー移動通信システムに光電波融合通信技術を適用した光マイクロセル方

式では，図 2.1 に示すようにサーピスエリア内に分散配置されている各無線基地局

は中央制御局と RoF リンクで接続されている [27-29]. 無線基地局は，移動端末か

ら送信された RF 信号を光信号に変換 (EjO 変換)し，その電波形式を保持したま

ま光ファイパを用いて中央制御局まで伝送する.中央制御局では，各基地局アン

テナから RF 信号の形態のまま送られてきた光信号を電気信号に変換 (OjE 変換)

し，集中配備された無線設備によって信号を受信する.したがって，無線基地局は

EjO , OjE 変換の機能を備えるだけでよく，無線基地局は飛躍的に小型・簡易化

される.そのため，無線基地局の設備コストが低減されるだけでなく，システムの

変更による中央制御局の設備変更，あるいは無線基地局の増設が比較的容易に行え

る.さらに，無線インタフェースの形式に依存しない汎用的な無線アクセスネット

ワークを構築でき，異種サービス聞や異種業者間で光ファイパーネットワークや無
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線基地局を共用できる.また，無線基地局で受信された信号はベースバンド信号に

変換されずにそのままの形式で伝送され，機能集約された中央制御局で一括して信

号処理を行う.このことから，複数の基地局アンテナで受信した信号を用いてマク

ロ(セル間)ダイバーシチや同一周波数干渉除去などの高度な信号処理を容易に実

現できる [27-29].

光マイクロセル方式のように，サービスエリア内に分散配置されている複数の基

地局アンテナを同時に用いて送受信を行うことで面的な周波数利用効率の改善を図

るシステムを総括して，サーピスエリア内のあちこちに周波数や無線サーピスに無

依存なアンテナが存在していることから，遍在アンテナシステムと呼ぶ.遍在アン

テナシステムは無線信号形式や周波数帯域に依存しない構成のため，セルラー移動

通信システム [24 ぅ 27] だけでなく， ITS (Intelligent Transportation System) [56-58] 

や無線 LAN [59-61] , BWA (Broadba凶 Wireless Access) [62-64] などの無線サー

ビスへの適用が検討されている.

2.3 遍在アンテナを用いた空間分割多元接続方式

遍在アンテナシステムにおいて，サーピスエリア内で同一周波数帯域を用い，広

帯域伝送を実現するシステムを構築する場合，複数の移動端末や無線基地局が同一

の周波数帯域を用いて信号を送信することにより発生する同一周波数干渉を適切に

除去する技術が必要となる.

無線伝搬路における周波数選択性フェージング対策や同一周波数干渉抑圧技術と

してアダプテイブアレイの研究が広く行われている [40-42]. アダプテイブアレイ

は，図 2.2 に示すように，複数の無指向性アンテナ素子で構成されるアレイアンテ

ナで受信した信号に複素重みをかけて合成することで，アンテナの指向性を適応的

に制御する.その結果，干渉波に対してヌルを向けることや，希望波に対して最大

利得を向けることが可能となり，受信信号から所望信号と不要信号を識別できる.

さらに近年，アレイアンテナの指向性を制御するのではなく，フェージング環境

下における伝搬路の直交性を利用した適応信号処理により，空間的に独立なチャネ

ルを作り出すことで，利用周波数帯域幅を変えずに伝送容量や収容局数を増加する

SDMA や SDM を実現する技術として注目されるようになってきた [31-35]. これ
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図 2.2: アダプテイブアレイの構成

らの方式では，複数の送信端末(送信アンテナ)は同時に同一周波数帯域で異なる

信号を送信し，アレイアンテナのような複数の受信アンテナを備える受信機で受信

する.その後，受信側で適応信号処理を行い，各送信端末(送信アンテナ)-無線基

地局聞にそれぞれ独立な空間チャネルを作る.このようにすることで，複数の送信

端末(送信アンテナ)から同時に同一周波数帯域で信号を送信しても，互いに干渉

を起こすことなく無線基地局で受信できる.

アレイアンテナを用いた SDMA方式を図 2.3 に示す.ここでは， 2 つの移動端末

が同時に同一周波数帯域を用いて送信を行う場合を仮定する.無線基地局に設置さ

れているアダプテイブアレイは，各アンテナ素子での受信信号に，各移動端末日ア

レイ素子聞の伝搬路応答の直交性を利用した適応信号処理を行い， 2 つの移動端末

それぞれに対して空間的に独立なチャネルを作り出す.その結果，無線基地局は，

2 つの移動端末から同一周波数帯域で送信された信号を同一周波数干渉の影響を受

けることなく，それぞれ正しく受信できる. SDMA を用いることで，理想的には

空間チャネルの数(アンテナ素子数に相当する)だけ同時アクセス可能な移動端末

数が増加するため，周波数利用効率は大幅に改善される.

前節で述べた遍在アンテナシステムでは， RoF技術により，ある無線基地局で受

信した電波空間をそのままの形式で中央制御局で再現できる.そのため，すべての

無線基地局に同一の周波数帯域が割り当てられている場合，サービスエリア内に分
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図 2.3: アレイアンテナを用いた SDMA 方式

散配置されている無線基地局をアレイアンテナの一素子と見なし，制御局で適応信

号処理を行うことで，遍在アンテナを一つのマクロなアレイアンテナとして扱うこ

とができる.遍在アンテナにより構成されるアレイアンテナを用いた SDMA 方式

が提案されており，この方式を用いることでサーピスエリア内で複数の端末が同時

に同一周波数帯域を用いて信号を送信可能となり，周波数利用効率を改善できるこ

とが示されている [29].

図 2.4に遍在アンテナを用いた SDMA 方式の構成を示す.サーピスエリア内に

分散配置されている無線基地局はすべて RoF リンクによって中央制御局に接続さ

れている.ここで，無線基地局はすべて同一周波数帯域で運用されており，サーピ

スエリア内の移動端末は同一周波数帯域を用いて送信を行う.移動端末から送信さ

れた信号は，サーピスエリア内の複数の無線基地局により受信される.無線基地局

で受信された無線信号は EjO 変換により光信号に強度変調され，無線信号形式を

保持したまま RoF リンクを通じて中央制御局に送られる.中央制御局では各無線

基地局から送られてきた光信号を üjE 変換した後，適切な重みづけをし，合成す

ることで同一周波数帯域で送信された複数の移動端末の信号を検出する.このとき

の重みづけ合成法として，送信信号とその推定値との平均二乗誤差が最小となるよ
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図 2.4:遍在アンテナを用いた SDMA 方式

うな最適合成を行う MMSE 合成を用いる [30]. ここで，同時に同一周波数帯域で

送信を行う移動端末の数を M， サービスエリア内に存在する無線基地局数を L と

すると， 中央制御局で OjE 変換後の各無線基地局での受信信号ベクトル r は，

r=[γι l = 1 ぅ 2ぃ・・ぅ L う

M 

γI=L ιûSm + Zl 
m=O 

(2.1) 

(2.2) 

となる. ここで， Sm は m番目の移動端末から送信された送信信号， Hml は m番目

の移動端末から l 番目の無線基地局への伝搬路の複素包絡線変動， Zl は l 番目の無

線基地局での雑音成分である. このとき，最適重み行列 Hopt は次式で与えられる.

Hopt = RsrR;/ (2.3) 

ここで， Rsr と Rrパまそれぞれ送信信号ベクトル S = [sm ], m = 1 ぅ 2，・ぺ M と r の

相互相関行列， r の自己相関行列であり，

Rsr = E[sr*] (2.4) 

Rsr = E[rr*] (2.5) 

で与えられる. ここで， E[']ぅ*はそれぞれ集合平均，複素共役を表している. この

ときの最適合成後の受信信号ベクトルは，

s = Hoptr (2.6) 
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で与えられ，同一周波数帯域で送信された複数の移動端末からの信号を同時受信可

能となる.

このように，遍在アンテナシステムにおいて，中央制御局で適応信号処理を行う

ことで，同一周波数干渉を適切に除去でき， SDMA を実現できる.その結果，無

線基地局および移動端末に対する周波数割り当ては不要となり，各無線基地局は与

えられた全帯域を利用可能となるため，周波数利用効率は大幅に向上する.

このような広域にわたって分散配置されている基地局アンテナを用いて構成され

るアレイアンテナは分散型アレイアンテナとして近年，検討が行われるようになっ

てきた [65 ぅ 66]. 分散型アレイアンテナは，アレイ素子間の間隔が数十~数百m と

集中型のアレイアンテナに比べて広く取ることができるため， MIMO システムの

伝送容量を低下する原因として問題になっているアンテナ素子聞の相関を無相関に

できるという利点がある.また，集中型アレイアンテナでは複数の移動端末からの

電波の到来方向が近い場合，干渉波除去能力が低下するという問題があるが，分散

型アレイアンテナでは到来方向は各アンテナ素子によって異っており，電波の到来

方向が一意に定まらないためこのような状況は起こらない.さらに，常に移動端末

の近くに複数のアンテナ素子が存在しているので送信電力を低くでき，また，サー

ピスエリア内の移動端末の位置による受信電力の不公平性も解消される.

分散型アレイアンテナの検討においては，分散配置による効果を明らかにしたも

のが多く，分散配置されている基地局アンテナと信号処理を行う制御局の接続につ

いての検討はされていない.それに対し，本論文で検討している遍在アンテナを用

いた分散型アレイアンテナでは， RoF 技術により分散配置されている無線基地局

と中央制御局を接続する.前述のように，無線基地局は EjOぅ OjE 変換器のみで構

成されるため，無線基地局の設置が容易であり，分散型アレイアンテナを容易に構

築できる.また，広帯域な光ファイバ中を自由空間と見なして無線信号を伝送する

ので，複数の周波数帯の無線信号を一括して取り扱えるという利点がある.

しかし，これまでの遍在アンテナを用いた SDMA 方式の検討では無線通信路で

のマルチパス， RoF リンク伝搬距離の違いによる遅延や RoF リンクで発生する雑

音の影響などを考慮に入れた実現性に関する議論はされていない.そこで，以降の

章では無線端末からの送信信号にマルチパス遅延に強い耐性を持つ OFDM信号を

用いた遍在アンテナシステムを提案し，第 3 章で RoF リンクで遅延時間差が生じ
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る環境下での伝送特性の検討を行う.第 4 章では， RoF リンクで発生する雑音およ

び歪の影響を考慮に入れた検討を行う.また，これらの影響による伝送特性の劣化

を軽減するため， RoF リンクでの CNR の低いブランチを用いずに MMSE 合成を

行う，基地局選別方式を提案する.また，上記した SMDA 方式では，複局同時受

信方式として MMSE 合成を用いているが，この方式では送信端末数と無線基地局

数が同数の場合，複数の基地局で受信しているにもかかわらずダイバーシチ利得が

得られなくなってしまう.そこで，第 5 章では，非線形の複局同時受信方式として

知られるシリアル判定帰還型干渉キャンセラ (SIC) の遍在アンテナ SDMA 方式へ

の適用を提案し，その特性改善効果を明らかにする.

2.4 遍在アンテナを用いた空間分割複信方式

インターネット接続のようなマルチメディア情報伝送におけるトラヒック量は，

利用するアプリケーションによって大きく変わるという特徴がある.例えば，音声

通話を行う場合，移動端末から無線基地局への上りリンクトラヒック量と無線基地

局から移動端末への下りリンクトラヒック量はほぼ同じ割合であるが， FTP (File 

Transfer Protocol) を用いたファイルのダウンロードや動画像のストリーミングの

ようなアプリケーションでは，下りリンクのトラヒック量が上りリンクに比べて圧

倒的に多くなる.そのため，このような状況下においては，上り下りのチャネルを

固定的に割り当てる方式より，発生するトラヒックや QoS に応じて動的にチャネ

ルを割り当てる Dynamic TDM (Time Division Multiplex) [67] や， CSMAjCA な

どのランダムアクセス方式 [10] が有効である.特に，ランダムアクセス方式は無線

局間の時間同期を必要としないため，制御が比較的容易であるという利点がある.

この場合，無線局はパケットの発生に応じて信号の送信を行うので，サービスエリ

ア内で同一周波数運用を行う場合，前節で述べた移動端末から無線基地局への上り

リンク信号同士の干渉だけでなく，無線基地局から送信された下りリンク信号が上

りリンク信号受信時に与える干渉，および上りリンク信号が下りリンク信号受信中

の移動端末に与える干渉についても考慮する必要がある.

ここで，図 2.5 に示される状況を考える.図の中央にある無線基地局 (RBS: Radio 

Base Station)2 が移動端末 (MT: Mobile Terminal)2 に下りリンク信号を送信して
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図 2.5: 遍在アンテナにおける上りリンクと下リンク間の同一周波数干渉
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おり， RBS2 に隣接する RBS1 と RBS3 はアイドル状態であるとする.遍在アンテ

ナシステムでは複数の無線基地局を用いてダイパーシチを構成するため，電波の

届く範囲が隣接する無線基地局とオーバーラップするように無線基地局は配置され

る.そのため， RBS2 から送信された信号は隣接する RBSl や RBS3 にも届き，こ

れが干渉となり， RBS1 や RBS3 の近傍にある MT1 や MT3 が上りリンク信号を送

信したとしても正しく受信することができない.そのため， MT1 や MT3 は RBS1

と RBS3 はアイドル状態、であるにもかかわらず， RBS2 の下りリンク送信が終わる

のを待ってから送信する必要があり，スループットは低下する.

ここで，この問題を解決するため，遍在アンテナシステムにおける中央制御局で

の集中制御性に注目する.前述したように，遍在アンテナシステムでは変復調な

どの無線信号処理はすべて中央制御局で行われるので，無線基地局から送信され

る下りリンク信号はすべて中央制御局にて生成される.そのため， RBS1 もしくは

RBS3 が受信した信号に RBS2 からの下りリンク信号成分が含まれていても，中央

制御局でそのレプリカを作成し，除去できるため， MTl や MT3 からの上りリンク

信号受信時に問題とならない.

一方， MTl や MT3 が送信した上りリンク信号が下りリンク信号受信中の MT2

に与える干渉については，受信時に中央制御局での信号処理を適用できないため，

その対策について検討する必要がある.例えば，以下に挙げるような方法が考えら

れる.

-移動端末がアダプテイブアレイなどの受信素子を備え，受信時に同一周波数
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干渉の除去を行う.

-複数の無線基地局を用いて下りリンク信号を送信し，送信ダイバーシチ技術

により同一周波数干渉に対する耐性を向上させる.

-下りリンク受信端末が受信時に十分な信号対干渉電力比 (SIR: Signal to Inｭ

terference power Ratio) を確保できるように，その移動端末に強い干渉を与

えるおそれのある端末には事前に送信を禁止しておき，同一周波数干渉の発

生を回避する.

これらの方法を用いることで上りリンク送信端末から下りリンク受信端末への同

一周波数干渉の影響をなくすことができ，隣接する無線基地局で同一周波数帯域を

用いた上下リンクの同時通信が実現可能となる.その結果，複数の同一周波数運用

の無線基地局から構成されるエリアを一つのゾーンとして見た場合，そのゾーン内

で，空間的に離れた位置にある無線基地局で上りリンク通信と下りリンク通信をそ

れぞれ行うことで双方向通信を実現しているので，本研究ではこれを空間分割複信

(SDD) 方式と呼ぶ.

本論文では，上記の下りリンク受信中移動端末への同一周波数干渉対策として，

3 番目に挙げた方法を用いた SDD 方式の提案を行う.この方式では，無線LAN に

おいて隠れ端末問題解決のために用いられている RTSjCTS を利用し，下りリンク

受信中の端末に強い干渉を与える移動端末の送信を事前に禁じることで干渉を回

避する SDD 方式である.以降，第 6 章において提案方式の構成を述べ，計算機シ

ミュレーションによりその特性を明らかにする.

2.5 結言

本章では，遍在アンテナシステムの構成について説明を行った.また，サーピス

エリア内全域で同一周波数帯域での運用を実現するため，遍在アンテナを用いた

SDMA 方式および SDD 方式についてその概要を述べ，それぞれの方式についてそ

の構成と問題点を述べ，以降の章との関連を述べた.
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遍在アンテナを用いた OFDM

信号の空間分割多元接続方式

関連論文 [43-49]

RoF リンクで複数の無線基地局と中央制御局を接続した遍在アンテナシステム

では，サービスエリア内に分散配置されている無線基地局を用いてアレイアンテナ

を構成し，中央制御局で適応信号処理を行うことで空間分割多元接続 (SDMA) を

実現できる.その結果，周波数繰り返しを行わずに無線基地局を配置でき，サーピ

スエリア内の複数の移動端末が同時に同一周波数帯域を用いて送信を行うことが可

能となるため，周波数利用効率は大幅に向上する.

しかし，遍在アンテナを用いた SDMA 方式を実現する場合，無線基地局はサー

ビスエリアの広域にわたって分散配置されており，各無線基地局ー中央制御局間の

RoF リンク伝搬経路長がそれぞれ異なるため， RoF リンクの伝搬時聞が無線基地

局ごとに異なってしまう.そのため，これらの信号を取りまとめて中央制御局で適

応信号処理を適用する際に，一般の集中型アレイアンテナで用いている信号処理を

そのまま適用しただけでは同一周波数干渉を取り除くことができず， SDMA を実

現できない.特に， RoF リンクにおける伝搬遅延時間は，自由空間伝搬遅延に比べ

て大きくなることから，広帯域信号伝送を行う場合，大きな問題となる.

一方，マルチパスによる伝搬遅延時間差が無視できない伝搬路における伝送技術

として，マルチキャリア変調方式の研究が盛んに行われてきた [13-16]. マルチキャ

リア変調方式は，周波数帯域を伝送路の遅延スプレッドに伴う周波数選択性フェー

ジングが生じない程度に抑えた複数のサブキャリアを用いてデータを並列に伝送し，

周波数選択性フェージング環境下での高速伝送を実現する方式である.各サブキャ
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リア問の間隔を周波数の直交性を保つ最小間隔に配置することで，シングルキャリ

ア信号と同等の伝送帯域を実現する OFDM に近年注目が集まっている .OFDM は

欧州や日本における地上波ディジタル放送 [68] や 1EEE802.11a や 1EEE802.11g な

どの無線 LAN システムの伝送方式 [8-10 ぅ 12 ぅ 20 ぅ 21] として採用されている他，次

世代の移動通信システムにおける伝送方式 [69-71] としても検討されている.また，

OFDM では遅延広がりに対する耐性を増すため，シンボルの先頭にガード区聞が

設けられている.ガード区間においては，遅延波によるシンボル間干渉 (1S1: 1nter 

Symbol 1nterference) の影響を防ぐため，変調信号の末尾の部分と同一の波形が送

信されている.そのため，遍在アンテナシステムにおいて， OFDM 信号を無線伝

送方式として用い，そのガード区間を各無線基地局-中央制御局間の RoF リンク伝

搬経路長の違いによって生じる遅延時間差より大きく設計することで，その影響を

除去できると考えられる.

そこで本章では， RoF リンクにおける遅延時間差が存在しても SDMA 方式を実

現可能にするため，無線伝送方式に OFDM を用いた遍在アンテナ SDMA 方式を

提案する.提案方式では， OFDM 信号のガード区間により RoF リンクでの伝搬遅

延時間差の影響を除去でき，これまでアダプテイブアレイで用いられてきたものと

同じ信号処理構成で SDMA を実現できる.さらに， OFDM信号の各サブキャリア

ごとに複局同時受信を行うことで，周波数選択性フェージングの影響下で、あっても

効果的な伝送が期待できる.本章では，複局同時受信方式として文献 [29] で検討

されている方式と同じく，線形フィルタにより構成される MMSE 合成器を用いる.

さらに，周波数選択性フェージング環境下における周波数ダイパーシチ利得を向上

させるため， MMSE 合成器の出力を各サブキャリアの平均二乗誤差 (MSE: Mean 

Square Error) で正規化する方式を提案する.以下では，まず，提案方式の構成につ

いて説明を行った後， 5.2GHz 帝における 1EEE802.lla 準拠の OFDM 信号を送信

信号として仮定した計算機シミュレーションを行い，提案方式の耐遅延特性やピッ

ト誤り率特性，周波数利用効率を明らかにする.
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本章で提案する遍在アンテナを用いた OFDM 信号の SDMA 方式の構成につい

て述べる.図 3.1 に示すように遍在アンテナシステムでは，サービスエリア内に数

十メートル間隔で分散配置されたすべての無線基地局 (RBS) は RoF リンクにより

中央制御局 (CCS) と接続されている.各無線基地局は単一の受信アンテナ， E/O , 

O/E 変換器のみを備え，無線変復調や複局同時受信などの機能は全て中央制御局

に設置されている.サービスエリア内の移動端末 (MT) はそれぞれ単一の送信アン

テナを備えており， OFDM 信号を送信する.提案システムにおける移動端末，中

央制御局の構成を図 3.2う図 3.3 にそれぞれ示す.

以下では，同一時刻に M個の移動端末が同一周波数帯域で OFDM信号を送信し

た場合を想定し，提案システムの動作を説明する.図 3.2 に示すように， m番目の移

動端末では送信ピット系列， bm[n ， k] はまず，畳み込み符号化器により誤り訂正符号

化される.誤り訂正符号化後の系列 αm[ηぅ k] はピットインターリーブ後，サブキャリ

アごとに 2k_QAM マッピングにより Xm [η ， k] に変調される.ここで， k=Oぅ 1 ，・・・ヲ K ，
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図 3.2: 移動端末の構成

L 

図 3.3: 中央制御局の構成

n=Oう 1 ぅ・ーヲ N はそれぞれ OFDM 信号のサブキャリア，シンボル番号を表す.変

調された信号は IDFT (Inverse Discrete Fourier Transform) プロセッサに入力され，

マルチキャリア変調される.マルチキャリア変調された信号 xm[n ， t] は，マルチパ

ス伝搬路によるシンボル間干渉の影響を防ぐため，ガード区間をシンボルの先頭に

挿入した後，送信アンテナより送信される.

各移動端末から送信された OFDM信号は，無線伝搬路において，距離減衰，シャ

ドウイング，フェージング，他のユーザからの同一周波数干渉の影響を受けた後，

L個の無線基地局で受信される.

ここで，各無線基地局からの受信信号を Lxl のベクトル
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とすると，受信信号ベクトルは

y[η，ぅ k] =H[ηう k]x[n ， k] + z[nぅ k] (3.2) 

で与えられる.ここで， x は 1\11 x 1 の送信信号ベクトル， z は平均 0，分散 σ1 の

Lxl の加法性ガウス雑音ベクトルである .H は LxM の伝搬路の周波数応答行

列であり ， M個の Lxl の周波数応答ベクトルを用いて，次式のように表すこと

ができる.

H[η， k]=(H1 [η う k]， H2 [n ぅ k]， ・ ・ぅ HM[nぅ k]) ぅ (3.3) 

Hm[九 k] = [HmI[n ぅ k] ぅ Hm2 [ηぅ k]， ・・・ぅ Hmdηぅ k]]T (3.4) 

ここで ， Hml[nぅ k] は m 番目の移動端末と l 番目の無線基地局の聞の伝搬路の周波

数応答である.

各無線基地局で受信された信号は EjO 変換器で光信号に変換された後， RoF リ

ンクを通じて中央制御局に送られる.ここで，無線基地局-中央制御局間の RoF リ

ンク長は各リンクごとに数十~数百 m程度の違いがあり，それぞれ RoF リンクを

伝搬する時聞が異なる.そのため，中央制御局で受信時に数百 ns から数μs 程度の

遅延時間差が生じる.

中央制御局では各無線基地局から送られてきた光信号を OjE 変換器で再び電気

信号に変換する.その後，同一周波数帯域で送信された複数信号を分離して検出す

るため，各無線基地局から送られてきた信号を基に複局同時受信を行う.提案方式

では，受信信号をまず DFT (Discrete Fourier Transform) により各サブキャリアに

分割した後，サブキャリアごとに複局同時受信を行うことで，周波数選択性フェー

ジング環境下での効果的な複局同時受信を実現する.複局同時受信により検出され

た信号 xm[n ， k] は 2k_QAM デマッピング後，デインターリーブされる.その後，軟

判定ピタピ復号器で誤り訂正され，各移動端末から送信されたピット系列ん[η ぅ k]

を得る.

3.2.2 MMSE合成器

遍在アンテナを用いた SDMA を実現するため，提案システムでは複局同時受信

方式として MMSE 合成器を用いる.図 3.4に MMSE合成器の構成を示す. MMSE 
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図 3.4: MMSE 合成器の構成
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合成は受信信号系列をウイナーフィルタと呼ばれる線形フィルタに入力することで

複数ユーザ信号の検出を行う.ウイナーフィルタはフィルタ入力信号に最適な重み

係数をかけて合成することで，フィルタ出力と希望信号の平均二乗誤差を他の任意

のフィルタによる誤差に等しいか，またはそれよりも小さくするという意味での最

適フィルタである [30]. このようなフィルタを用いることにより， MMSE合成後の

希望信号に対する信号対干渉雑音電力比 (SINR: Signal to Interference plus Noise 

power Ratio) は最大となり，同一周波数帯域で送信された複数ユーザの信号を検出

できる.また， MMSE 合成のダイパーシチ利得は L-NI+1 で表され，干渉信号

がない場合のダイパーシチ利得は単一ユーザのみが存在する場合の L ブランチ最

大北合成ダイバーシチの場合と等価になる [13]. 一方，同時送信端末数より受信ブ

ランチ数が少ない場合は，十分なダイパーシチ利得が得られないため，同一周波数

干渉を除去できない.

ここで， MMSE 合成の最適重み行列 Hopt[n ， k] は平均二乗誤差

J[ηぅ k] = E[(x[η ぅ k]-H叩t[nぅ k]y[η ぅ k])(x[凡 k]-Hopt[n ぅ k]y[ηぅ k])H] (3.5) 

を最小化するという条件の下，次式で与えられる.

H叩t[ηぅ k] = HH[nぅ k]R;yl[肌 k] (3.6) 

ここで ， E['] は集合平均， HH[nぅ k] は伝搬路応答行列 H[ηぅ k] のエルミート転置を
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表す.また ， Ryy[ηぅ k] は LxL の受信信号の相関行列で，

Ryy[ηぅ司会 E[y[nぅ k]yH[nぅ k]]

= Rs[n ぅ k] + 凡[nぅ k]，

Rs[n, k] = H[nぅ k]HH[n ， k]

Rn[ηぅ k] = σ~I[n ぅ k]

27 

(3.7) 

で与えられる.ここで， I[凡 k] ， xH[nぅ k] はそれぞれ LxL の単位行列 ， x[nぅ k] の

エルミート転置ベクトルを表す.このとき，最小化された平均二乗誤差 Jmin[n ， k] 

は希望信号電力 O"â[n ぅ k] を用いて，

Jmin [ηぅ k]= σ~[n ぅ k]-HH[η， k]R;yl[n ぅ k]H[nぅ k] (3.8) 

で与えられる.

MMSE 合成器の入力は上記の最適重み行列により重み付けされた後，合成され

る.合成後の信号文[η ぅ k] ， つまり検出された送信信号ベクトルは

主[nゥ k] = Hopt [凡 k]y[n ぅ k] (3.9) 

で与えられる.

3.2.3 平均二乗誤差での正規化による周波数ダイバ-シチ効果

MMSE に基づく最適合成は，複数ユーザ干渉を除去するとともに，周波数選択性

フェージングによってレベルの異なった OFDM信号のサブキャリアの等化を行う.

図 3.5(a) に MMSE合成後の希望信号と雑音の電力レベルを表した図を示す.図よ

り，すべてのサブキャリアは MMSE 合成による等化により同ーの信号電力を持つ.

しかし，無線伝送路における周波数選択性フェージングにより，それぞれ異なった

電力を持つサブキャリアを等化しているため，雑音のレベルはサブキャリア毎に異

なる.一方，提案方式では，誤り訂正の復号方式として，ユークリッド距離をメト

リックとする軟判定ピタピ復号方式を用いている.この復号方式は各符号語に影響

している雑音がすべて等しく，かつ互いに独立なガウスランダム過程に従う場合，

復号後のピット誤り率を最小にするという意味で最適で、あるが，上記のように各符

号語に影響する雑音のレベルに差が生じている場合は最適ではなくなる.
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図 3.5: 平均二乗誤差による MMSE 合成出力の正規化

これを最適にするため， MMSE 合成器の出力を平均二乗誤差で正規化し，各サ

ブキャリアの雑音レベルを等化する方式を提案する.この正規化は MMSE 合成と

同様に OFDM の各サブキャリアごとに行われる. m番目の移動端末の MMSE 合

成後の平均二乗誤差は式 (3.8) で与えられ，正規化後の信号 XmN は，

XmN[ηう k] = xm[nぅ k]jJmin[n ぅ k]. (3.10) 

で与えられる.この正規化を行うことで，各サブキャリアの雑音レベルは図 3.5(b)

に示されるように等しくなり，軟判定ピタピ複号による周波数ダイパーシチ効果が

得られる.平均二乗誤差での正規化によるピット誤り率改善効果は第 3.3.2 節で計

算機シミュレーションにより示す.

3.2.4 伝搬路推定方式

提案方式において，複局同時受信により同時に同一周波数帯域で送信された信号

を検出し， SDMA を実現するためには，各移動端末-無線基地局聞の伝搬路の周波

数応答の推定を行う必要がある .OFDM信号の伝搬路応答推定方式としては，参照

信号としてパイロットサブキャリアやパイロットシンボルを挿入する方式 [72-75]

や判定した信号を参照信号として用い逐次的に推定する方式 [38 ぅ 76 ぅ 77] ，参照信号

を用いずに OFDM信号のガード区間での相関性を利用して行う方式 [78] などが提

案されている.

提案方式ではシステム構成を簡単にするため，データシンボルを送信する前にパ

イロットシンボルとして，各移動端末に固有に割り当てられた信号系列を挿入する
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方式を用いる.挿入する信号系列は，丈献 [38] や [7司で伝搬路推定時の平均三乗

誤差を最小するという意味で最適であることが示されている信号系列を用いる.挿

入系列は次式で与えられる.

Xm[O ぅ k] = xI[O ぅ k]wffomk (3.11) 

ここで ， WK = exp( -j2π/K) は複素フーリエカーネル， Ko は K/M の整数部分を

表す.

受信側では，受信信号とパイロットシンボルの相関をとることで，伝搬路のイン

パルス応答を推定する.推定された伝搬路のインパルス応答は次式で与えられる.

1 Ko 

九llnrl=tpm[OJlul[Oぅ t+T] (3.12) 

伝搬路の周波数応答 Hmz[η ぅ k] は上式で得た伝搬路のインパルス応答を DFT して求

める.また，この方式で推定できる伝搬路のインパルス応答のタップ数は K。で与

えられる [77]. 従って，同時に送信を行う移動端末が多い場合や，利用できるサブ

キャリア数が少ない場合は Ko の値が小さくなり，実際の伝搬路応答との誤差が大

きくなる.

3.3 シミュレーション

3.3.1 シミュレーションモデル

本節では，提案する遍在アンテナを用いた SDMA方式の伝送特性を計算機シミュ

レーションを用いて評価する.計算機シミュレーションに用いるシステムの諸元を

表 3.1 に示す.OFDM 信号のパラメータは IEEE802.11a の標準に基づいたものを

使用する. IEEE802.11a では適応変調，パンクチヤード符号化を行うことにより伝

搬路状況に応じて 6Mbps から 54Mbps の伝送速度を選択できるが，シミュレーショ

ンでは簡単のため変調方式を QPSK (Quadrature Phase Shi抗 Keying)ぅ符号化率を

1/2 とした伝送速度 12Mbps のモードのみを使用する.提案方式では伝搬路推定は

情報シンボルの前に挿入したパイロットシンボルを用いて行つので，情報シンボ

ル中のパイロットサブキャリア挿入は行わない.シミュレーションでは， 1 パケッ

トは OFDM 信号 10 シンボルから構成される情報シンボルとその前に挿入された l
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表 3.1: シミュレーション諸元

FFT Size 64 

Number of Sub-carriers 48 

Sub-carrier Modulation QPSKう Coherent Detection 

FEC Convolution 

Constraint Length=7 

Code Rate=1/2 

Bit Rate 12Mbps 

Symbol Duration 4.0μs 

Guard Interval 800 ns 

Data Symbol Length 10 symbols 

Pilot Symbol Length 1 symbol 

Channel 2-sample Spaced Equal Gain 2-ray 

Rayleigh fading channel 

Path Loss Exponent 4.0 

シンボルのパイロットシンボルから構成されると定義した.無線伝搬路としては，

距離減衰係数 4.0，時間間隔 150ns の 2 波等電力レイリーフェージング伝搬路を想

定した.フェージング変動は準静的であり， 1 パケット送信中の時間変動は無視で

きるものとする.各移動端末から無線基地局の伝搬路変動の応答は完全に独立であ

ると仮定する.また，移動端末と中央制御局の局部発振器問の周波数オフセット，

RoF リンクでの雑音や歪の影響は無視できるものとする.

3.3.2 ビット誤り率特性

初めに， RoF リンクでの伝搬遅延時間差のある状況でも SDMA を実現可能であ

ることを示すため，提案方式のピット誤り率特性の評価を行う.シミュレーション

に用いたモデルを図 3.6 に示す.水平方向に 2 つの無線基地局が距離 Dbs m の間隔

で並んで配置されているとし，無線基地局はそれぞれ RoF リンクで中央制御局に

接続されている.ここで， 2 つの無線基地局から中央制御局までの RoF リンクの

長さは無線基地局間距離 Dbs だけ異なるとし ， Dbs が 1m 離れるにつき 5ns の伝搬
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図 3.6: シミュレーションモデル

31 

x(m) 

遅延時間差が RoF リンク伝送中に生じるとする.また，シミュレーションでは， 2 

つの移動端末が等しい送信電力で同時に同一周波数帯域を用いて OFDM 信号を送

信する場合を想定し，サービスエリア内の移動端末の水平位置は九(k = 1 ヲ 2) で与

えられる.なお，移動端末の送信シンボルタイミングは同期していると仮定する.

図 3.7 に 2 つの移動端末の位置が 2 つの無線基地局の中間にあるとした場合の平

均受信 Eb/N。に対するピット誤り率特性を示す.ここで，基地局間距離Dbs は 40m ，

それに対応する RoF リンクでの遅延時間差は 200ns とする.比較のため， 2 つの無

線基地局のうち近い方の l つを用いて受信した場合(以下，単一受信と呼ぶ)， 2 つ

の無線基地局で最大比合成空間ダイパーシチを適用した場合，提案方式において平

均二乗誤差による正規化を行わない場合の特性をあわせて示す.図 3.7 より，単一

受信もしくは最大比合成空間ダイパーシチを用いる場合は他ユーザからの同一周

波数干渉を除去することができず，ピット誤り率は 10- 1 以下にはならない.一方，

MMSE 合成を用いることでピット誤り率特性は改善しており， RoF リンクで遅延

時間差が生じている場合であっても SDMA を実現できる.また，平均二乗誤差に

よる正規化を用いる場合と用いない場合の特性を比較することにより， MMSE 合

成後の信号を平均二乗誤差により正規化することで，前述したように周波数ダイ

パーシチ効果が得られ， 10-3 のピット誤り率を達成するのに必要な受信 Eb/N。を

約 7dB 1ß: i成できることカ宝わかる.

次に，提案方式の RoF 遅延時間差に対する特性を調べるため，図 3.8 に 2 つの無

娘基地局間の距離 Dbs に対するピット誤り率特性を示す.ここで， Eb/NO は 20dB ，
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図 3.7: 平均受信 Eb/NO に対するピット誤り率特性 (Dbs=40m)

2 つの移動端末は 2 つの無線基地局の中間にあるとし， OFDM のガード区間の長さ

をパラメータとしている.図 3.8 より，基地局間距離 Dbs が大きくなるにつれ RoF

遅延時間差が大きくなるため，特性は劣化するが，ガード区間の長さを Dbs に応じ

て変えることでその影響を除去できる.しかし，ガード区間を長くすると電力効率

や周波数利用効率が低下するため，基地局間距離に応じて適切な長さに設定する必

要がある.例えば， IEEE802.11a で定められている 16 ポイントのガード区間の場

合， Dbs が 125m までは RoF 遅延時間差の影響を除去できるので，無線LAN など

の比較的小さなエリアへの応用であれば，遅延時間差の影響を問題とせずに SDMA

を実現できる.

遍在アンテナシステムでは，無線基地局がサーピスエリア内に分散配置されてい

るため，移動端末-無線基地局間の距離がそれぞれのリンクで異なり，距離減衰量

に大きな差が生じる.そのため，各無線基地局での受信電力は，集中型アレイアン

テナの場合のように等しくならない.このことによる特性の変化を明らかにするた

め，以下ではサービスエリア内の移動端末の位置を考慮に入れたピット誤り率特性
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図 3.8: 基地局間距離 Dbs に対するピット誤り率特性(平均受信 Eb/No=20dB) 

を明らかにする.ここで，図 3.9 に示すように，移動端末と基地局アンテナ間の距

離が d のときの無線基地局での平均受信 Eb/NO が γ となるような送信電力で移動

端末から信号を伝送すると仮定する.このとき ， l 香目の基地局アンテナまでの距

離がd の t 倍のとき，距離による信号電力の損失は P 倍になり，無線基地局での平

均受信 Eb/NOイは γ の去倍になる.ここで α は距離減衰係数を表す.したがって，

, � 
・-

z'-' 
(3.13) 

となる.以下では移動端末が 2 つの無線基地局間の中央に位置する場合の平均受信

Eb/NO を基準(仰Nomイ1山i

図 3.1叩0 にサ一ピスエリア内での移動端末の位置を考慮した場合の基準 Eιb/NO に

対するピツト誤り率特性を示す.移動端末の位置は (a) 一方の無線基地局の下に 2

つの移動端末がある場合 (Xl = Omぅ均二 Om) ， (b) 2 つの無線基地局の中間に 2

つの移動端末がある場合 (Xl = 20肌 X2 = 20m) , (c) 移動端末が離れている場合

(町 = 10mぅ勾ニ 30m) ， (d) サーピスエリア内でランダムに与えられる場合につい

て考慮した. (a) の一方の無線基地局の下に 2 つの移動端末がある場合，移動端末
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図 3.9: 移動端末-無線基地局間距離と平均受信 Eb/N。の関係

の近くにある無線基地局での受信信号電力は大きいが，他方の無線基地局では受信

信号電力が小さくなる.そのため ， 2 つの無線基地局での受信信号を用いて MMSE

合成を行う際，受信電力が小さい方の無線基地局からの利得が得られず，一方の無

線基地局のみで 2 つの移動端末からの信号を検出しなければならないため，ピット

誤り率特性はシミュレーションで考慮した 4 つの場合の中では最悪値を取る.一方，

(b) の 2 つの無線基地局の中間に 2 つの移動端末がある場合では， (a) と同じく 2

つの移動端末がほぼ同じ位置にあるが，両方の無線基地局を用いて MMSE 合成を

行えるためピット誤り率特性は改善する.また， (c) のように 2 つの移動端末の位

置が離れている場合は最も良いピット誤り率特性が得られる.これは，距離減衰の

ため，近い方の無線基地局での受信時の D/U (Desired-to-Undesired signal power) 

比が高くなり， MMSE合成の際に付加的なダイバーシチ利得を与えるためである.

これら全ての場合を考慮し，移動端末の位置をサービスエリア内でランダムに与え

てシミュレーシヨンを行った結果を (d) に示す.この場合でも基準 Eb/NO が 30dB

あれば 10-4 のピット誤り率を達成しており， 提案方式を用いることでサーピスエ

リア内の移動端末の位置に関わらず， SDMA が実現できることがわかる.
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図 3.10: サービスエリア内での移動端末の位置を考慮した場合の基準 Eb/N。に対

するピット誤り率特性 (Dbs=40m)

3.3.3 提案方式の周波数利用効率

次に，提案方式の周波数利用効率をシミュレーションにより明らかにし，他のシ

ステムとの比車交を行う.図 3.11 にシミュレーションモデルを示す.シミュレーショ

ンでは，サーピスエリア内の 4 つの移動端末が同時に同一周波数帯域でパケットを

送信した場合について検討する.図 3.11(a) に示される遍在アンテナシステムでは

4 つの無線基地局がそれぞれ RoF リンクで中央制御局に接続されている.ここで，

サービスエリアは基地局間距離を Dbs とすると一辺 2Dbs m の正方形で表され，以

下ではこの正方形の一辺の距離をサービスエリアサイズと定義する.また，比較の

ため，図 3.11(b) に示される集中型アレイアンテナを用いる場合のシミュレーシヨ

ンも行う.この場合，サーピスエリアの中央に 4 素子のアレイアンテナを備えた無

線基地局が設置されおり，移動端末は提案方式の場合と同様に同時に同一周波数帯

域を用いて送信を行う.どちらの場合も， 4 つの移動端末のサーピスエリア内での

位置はそれぞれ一様分布でランダムに与えられ，それぞれ等しい送信電力で信号を

送信する.このとき，移動端末の送信シンボルタイミングは同期しているとする.
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Dbsl(m) 
d d 

( a) Proposed (b) Centralized Adaptive Array 

図 3.11: シミュレーションモデル

シミュレーションでは占有帯域幅 15MHz で 12Mbps の OFDM信号送っており，ま

た， 10 情報シンボルにつき 1 つのパイロット信号を挿入しているため，周波数利

用効率の最大値は 0.727bps/Hz となる.また，移動端末がサービスエリアの中心に

いる時の無線基地局での平均受信 Eb/N。を基準 Eb/NO と定義する. (移動端末-無

線基地局間の距離が告 m の場合に相当)

図 3.12 に提案方式の基準 Eb/NO に対する周波数利用効率を示す. Dbs=40m ， サー

ピスエリアサイズは 80m とした.ここで，従来方式とは， 1 つの移動端末からの

信号をサービスエリアの中央に設置された 1 つの基地局アンテナで受信する場合

を表す.図 3.12 より，従来方式の場合と集中型で MMSE合成を行わずに受信した

場合は周波数利用効率は最大でも約 0.12bps/Hz と低い.一方，遍在アンテナを適

用すると， MMSE 合成による複局同時受信を用いず移動端末に最も近い無線基地

局のみで受信した場合でも，最大で約 0.45bps/Hz の周波数利用効率を達成できる.

遍在アンテナでは，アンテナ素子が分散配置されているため，各無線基地局での受

信電力に差ができ，希望信号に対しての SIR が無線基地局ごとにそれぞれ異なる.

そのため，信号検出時にこの中で最も SIR の高い無線基地局からの信号を用いるこ

とで，他の移動端末からの同一周波数干渉の影響を軽減できる.さらに，遍在アン

テナにおいて MMSE 合成を適用すると，周波数利用効率は高い基準 Eb/NO の領域

で大幅に改善し，基準 Eb/NO が 20dB を越える場合はほぼ理想的な周波数利用効率

を達成できる.また，集中型で MMSE 合成を行う場合と比較しても低基準 Eb/NO

時に前述した無線基地局の分散配置の効果のため，高い周波数利用効率を達成でき

る.一方，基準 Eb/NO が 7dB より低い領域では MMSE合成を用いない場合の方が
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=80m) 

MMSE 合成器の最適重み係数推定時に，これは，用いる場合より良い特性を示す.

MMSE 合成器が最適フィルタとして動作し雑音による誤差の影響が大きく現れ，

ないためである.

図 3.13 に RoF リンクによる遅延時間差が周波数利用効率に与える影響を次に，

明らかにするため，提案方式のサービスエリアサイズに対する周波数利用効率を示

ガード区間が短い場合，図 3.13 より，このとき，基準 Eb/NO は 15dB とした.

達成できる最大の周波数利用効率は高いが，

す.

RoF リンクの遅延時間差の影響を除

サービスエリアサイズが 50m を越えると周波数利用効率は低下去できないため，

ガード区間を長く設定することで耐遅延性が増し，サーピスエリアサ一方，する.

集中型のシステムと比べた場合，また，イズの増大に対する劣化が緩やかになる.

遅延時間差が OFDM のガード区間に含まれる場サービスエリアサイズが小さく，

そのため，今回シミュ合ならば提案方式の方が高い周波数利用効率を達成できる.

レーションで用いた条件ではサービスエリアサイズが 100m 程度の構内無線ネット

高い周波数利用効率を実ワークのようなシステムであれば提案方式は有効であり，
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現できる.

~:士号号
11'口 Eコ3.4 

RoF リンクにおける遅延時間差が存在する状況であっても SDMA を本章では，

実現可能にするため，無線伝送方式に OFDM を用いた遍在アンテナ SDMA 方式

OFDM信号のガード区間により RoF リンクでの伝搬を提案した.提案方式では，

これまで集中型のアレイアンテナで用いられてきた遅延時間差の影響を除去し，

さらに，周波数選択性ものと同じ信号処理構成で SDMA を実現するものである.

MMSE合成器のフェージング環境下におけるピット誤り率特性を向上させるため，

5.2GHz 帯における出力を平均二乗誤差で正規化する方式を提案した.本章では，

IEEE802.11a 準拠の OFDM信号を送信信号として仮定した計算機シミュレーショ

ンを行い，提案方式は RoF 遅延時間差が存在する状況下においても SDMA を実現

また，集中型のアレイアンテナを用いた SDMA 方式に比べ

て，低 Eb/N。の場合に高い周波数利用効率を実現できることを示した.

できることを示した.
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関連論文 [50 ヲ 51]

4.1 序言

遍在アンテナシステムでは，サーピスエリア内に分散配置されている無線基地局

で受信された信号を RoF 技術を用いて RF 信号形式を保持したまま中央制御局に

伝送する.そのため，中央制御局において，各無線基地局での受信信号を用いた適

応信号処理を行うことで，空間分割多元接続 (SDMA) を実現でき，周波数利用効

率を改善できる.しかし，無線周波数帯域の信号がそのまま光ファイパを通して無

線基地局から中央制御局に伝送されるため，光リンクにおいて発生する雑音の影響

を無視することができない [25]. また，雑音だけでなく， E/Ü 変換時に無線信号

で LD (Laser Diode) を直接強度変調すると， LD の注入電流-光強度特性が持つ三

次の非線形形d性により相互変調歪(ロI肘MD: Inte白r

調後の無線信号の品質が劣化する[ロ23 ， 24]. そのため， RoF を用いたシステムにお

いて，光リンクで発生する雑音や歪が無線信号に与える影響についての検討が行わ

れてきた [27うおう 56]. しかし，遍在アンテナを用いて SDMA を行う場合のこのよ

うな妨害要因が与える影響の検討は行われていない.さらに，第 3 章で提案してい

る方式のように，無線信号として OFDM 信号のようなマルチキャリア信号を用い

る場合，周波数選択性フェージングによって電力レベルの落ち込んだサブキャリア

に，電力レベルの高いサブキャリアからの相互変調歪が大きな影響を与えてしまう

ため，光リンクの CNR特性の劣化につながる.
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そこで，本章では，遍在アンテナを用いた OFDM信号の SDMA方式における光

リンク雑音および歪の影響を検討する.以下では，まず，周波数選択性フェージン

グ環境下における提案方式の光リンク CNR特性を明らかにする.次に，光リンク

における CNR特性が悪いブランチが存在する場合に，そのブランチからの信号を

用いずに，他の CNR特性の良いブランチの信号のみを用いて MMSE 合成を行う

ことで，光リンク雑音による伝送特性の劣化を軽減する基地局選別方式を提案し，

計算機シミュレーションによりその特性を明らかにする.

4.2 システムモデル

4.2.1 光リンクで発生する雑音・歪と CNR特性

図 4.1 に遍在アンテナを用いた SDMA 方式の構成および光リンクで発生する主

な雑音源を示す.サービスエリア内に分散配置されている無線基地局は， RoF リン

クで中央制御局に接続されている.移動端末は図 3.2 と同様の構成をしている.複

数の移動端末から同時に同一周波数帯域で送信された OFDM信号は，複数の無線

基地局で受信される.無線基地局では，受信した無線信号を光信号に変換し，中央

制御局に伝送する.

提案方式では，光変調方式として，無線信号の振幅を LD により光信号の強度

に変調し， PD (Photo Detector) で直接検波する IMjDD (Intensity Modulation j 

Direct Detection) 方式を用いる.無椋基地局では，無線伝搬路における距離減衰や

シャドウイング，フェージング，および同一周波数干渉の影響により変動する無線

信号を，常に一定の光変調度で光信号に変調するため，受信した無線信号に AGC

(Automatic Gain Control) を適用した後， LD で強度変調する.このとき， LD にお

いて相対強度雑音 (RIN: Relative Intensity Noise) および LD の注入電流ー光強度特

性が持つ三次の非線形性により相互変調歪が発生する.変換された光信号は光ファ

イパを通じて中央制御局へ伝送される.中央制御局では，各無線基地局から送られ

てきた光信号を PD で直接検波する.このとき，光電変換の際のランダムなゆらぎ

によりショット雑音， PD の後段の電気回路にて熱雑音が発生する.ここで， OFDM

信号 1 サブキャリアあたりの光リンクの CNR は PD で検波された l サブキャリア
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図 4.1: 遍在アンテナを用いた SDMA 方式の構成および光リンクで発生する雑音
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あたりの信号電力と上記の雑音・歪電力和の比で定義され，次式で与えられる.

D im~(ηPr)2 
ClVR o p t = ( 4 . 1 )  
叩Vι {RIN(ηPr)2 十 2eηR 十 (Ith)} . B RF + (弘d)

ここで， η は PD の光変換効率， Pr は受信した光信号の電力 ， mk は k番目のサブキャ

リアでの光強度変調信号の光変調指数 (OMI: Optical Modulation Index) , RI N は

LD の相対強度雑音， e は電子の電荷， (Iム)は等価雑音電流密度 ， BRF は OFDM

信号の 1 サブキャリアあたりの帯域幅， (itmd) は LD の非線形性に起因する相互変

調歪の電力である.

相互変調歪には 2 波の相互作用による Two~Tone タイプと 3 波の相互作用によ

る Three-Tone タイプがある .OFDM 信号において ， K 個のサブキャリアが周波

数軸に等間隔で配置されているとした時， k 番目のサブキャリアの周波数に落ち込

む Two-Tone タイプ相互変調歪の数D2(Kぅ k) と Three-Tone タイプ相互変調歪の数

D3 (Kう k) はそれぞれ次式で与えられる [62 う 63].

D2 (川)=j[K-2-j{l 一同K}(_l門 ( 4.2) 

D3( I<ι k) ;(k k+1) 寸{(η- 3)2 -5} 

-U1(rM山 ( 4.3) 

ここで，周波数軸上に等間隔に配置されている複数のサブキャリアが LD で強度

変調された場合，他のサブキャリアから落ち込む相互変調歪の数は，中央のサブ

キャリアが最も多くなる.また，無線伝搬路における周波数選択性フェージングの

影響により，各サブキャリアの受信レベルに差がある場合，低レベルのサブキャリ

アでは，高レベルのサブキャリアで発生した相互変調歪から大きな影響を受けるの

で， CNR特性は劣化する.そこで，以下では最悪値評価として，図 4.2 に示すよう

に，周波数選択性フェージングによりレベルが最も低くなったサブキャリアが中央

に配置されており，その他のサブキャリアは等しく周波数選択性フェージングにお

ける最高レベルを持っている場合の，中央のサブキャリアにおける CNR特性を評

価する.このとき，最も高いレベルを持つサブキャリアの振幅を mmax とすると，

Two-Tone タイプ， Three-Tone タイプそれぞれの相互変調歪の振幅は，

z
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図 4.2: 周波数選択性フェージング環境下における CNR特性の最悪値評価モデル
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で表される [62ぅ 63]. ここで， α3 は LD の非線形性の 3 次の係数を表す.したがっ

て，中央のサブキャリアでの相互変調歪の電力は，

L3 
(ふd) = 一 (~α3m3+-α3m~ax)2(ηPr)22 '4 -ù"vmαz (4.6) 

となる.

4.2.2 基地局選別方式を用いた MMSE合成

提案方式では，複数の移動端末が同時に同一周波数帯域で OFDM信号を送信す

るため， (4.1) 式における PD での検波後の 1 サブキャリアあたりの信号電力は，同

時に送信された 4 つの移動端末の合成信号電力となる.従って， 1 つの移動端末あ

たりの CNR で考えると，光リンクにおける CNR は(4.1) 式で与えられる値より低

くなる.さらに，移動端末から無線基地局への上りリンク通信を考えた場合，無線

通信路での距離減衰や周波数選択性フェージングの影響により，各無線基地局で受

信される 4つの移動端末の受信電力の比は一定でなく，移動端末の位置によっては，

平均 CNRが高い場合であっても， 1 つの移動端末あたりの瞬時 CNR は低くなって

しまう.このような場合，無線基地局での受信電力が高く，無線リンクで十分高い

CNR が得られでも，光リンクでの雑音の影響により，提案方式の伝送特性は劣化

してしまう.提案方式で用いている MMSE 合成器は，雑音の影響も考慮した最適

フィルタであるが，光リンクにおける CNRが低いブランチからの信号がMMSE合

成器の入力に含まれる場合， (3.6) 式で与えられる MMSE 合成器の最適重み行列推
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図 4.3: 基地局選別を用いた MMSE 合成器の構成 (L=2 の場合)

定時に誤差が生じる.その結果， MMSE 合成器が最適フィルタとして動作しなく

なり，伝送特性は劣化する.そこで，以下では光リンクでの CNR が低いブランチ

からの信号を用いずに MMSE 合成を行うことで，最適重み行列推定誤差の影響に

よる特性の劣化を軽減する，基地局選別方式を用いた変形 MMSE 合成を提案する.

光リンクでの CNR は， 4.2.1 節で述べたように，光変調指数や LD の出力光電力，

無線伝搬路での距離減衰や周波数選択性フェージングなどにより変動する.そのた

め，受信時に光リンクの CNR を推定して， MMSE合成に用いる基地局数を適応的

に変更するのは困難である.そこで， MMSE 合成後に，誤り訂正前の信号系列と

誤り訂正後に再符号化して得られる信号系列のピット判定を行い，その時の誤りの

数を基準として無線基地局数を変更する基地局選別方式を提案する.

提案方式の構成を図 4.3 に示す.ここでは無線基地局数が 2 の場合について説明

する.この場合，中央制御局では 2 つの無線基地局からの信号を用いた MMSE合

成と， 2 つのうち希望信号に対して強い電力が得られる方の無線基地局からの信号

のみを用いた MMSE 合成を行う.このとき，希望信号電力の強弱は受信時に得ら

れる伝搬路応答から推定する.その後，それぞれ平均二乗誤差による正規化，各サ

ブキャリアの復調を行う.ここで，提案方式では，最適な基地局数の選別基準とし

て，誤り訂正前のピット系列 â~[n ， kl と誤り訂正後の系列を再符号化したピット系

列 ã~[n ， kl を比較した時の誤りの数を用いる.ここで， l は MMSE 合成に用いる無

線基地局数を表す. l が 2 の場合と 1 の場合それぞれについて誤りをカウントし，そ
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の値が少ない方を雑音による影響が少ないと判断して判定値として出力する.

4.3 光リンクにおける CNR特性と基地局選別方式によ

る特性劣化の軽減効果

4.3.1 光リンクにおける CNR特性の評価

本節では，計算機シミュレーションを用いて遍在アンテナ SDMA 方式における

光リンク CNR特性を評価する.表 4.1，図 4.4にシミュレーションに用いた諸元お

よびモデルを示す.サーピスエリアは一辺 80m の正方形とし，基地局間隔 40m で

4 つの無線基地局が分散配置されている状況を仮定する.各無線基地局は RoF リン

クで中央制御局に接続されており，サービスエリア内の 4 つ移動端末は同時に同一

周波数帯域で OFDM 信号を送信する.このとき，移動端末の位置はサーピスエリ

ア内で一様分布で与えられるとする.

図 4.5 に光変調指数に対する光リンクの平均 CNR特性を示す.ここで， CNR特

性は 4 つの光リンクでの平均値であり，九叫は LD の平均出力光電力を表す.図 4.5

より，光変調指数が約 0.2 までは，光変調指数を大きくするにつれて CNR は高く

なる.これは，この領域では光リンクでの CNR が主に熱雑音により支配されるた

めである.一方，光変調指数が約 0.2 を超ると相互変調歪の影響が支配的になり，

CNR は光変調指数の増大に対して減少する.また，出力光電力が大きくなると相

対強度雑音成分がそれに比例して大きくなるが，本シミュレーションで検討した出

力光電力の範囲ではその影響は大きく現れていない.以上より，光変調指数および

LD の出力光電力を適切に設定することで，最悪値評価でも 30dB 以上の平均 CNR

が得られることがわかる.

次に，図 4.6 に 1 つの移動端末あたりの光リンク CNRの瞬時値の分布を示す.図

4.6 より，光変調指数が 0.01，出力光電力が OdBm の場合は平均 CNR は図 4.5 に示

されるように約 30dB 得られるが， 1 移動端末あたりでは平均値は約 24dB となっ

ている.さらに，その瞬時値は，距離減衰や周波数選択性フェージングの影響によ

り土20dB の範囲で変動している.そのため，無線基地局での受信電力が高く，無

線リンクで十分高い CNRが得られる場合であっても，光リンクでの雑音の影響に
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表 4.1:シミュレーション諸元

FFT Size 64 

N umber of MTs and RBSs 4 and 4 

Bandwidth per Sub-carrier 312.5kHz 

Bit Rate 12Mbps 

Number of Sub-carriers 48 

Sub-carrier Modulation QPSKう Coherent Detection 

FEC Convolution 

Constraint Length=7 

Code Rate=lj2 

Symbol Duration 4.0μs 

Guard Interval 800 ns 

Data Symbol Length 10 symbols 

Pilot Symbol Length 1 symbol 

Channel 2-sample Spaced Equal Gain 2-ray 

Rayleigh fading channel 

Path Loss Exponent 3.1 

PD Sensitivity η 0.8WjA 

Electron Charge e 1.6 X 1O-19c 

Optical Fiber Loss Fzoss 6dB 

RIN -152dBjHz 

3rd-order Coe伍cient for 10-6 

Input-Output Characteristic of LDα3 

Equivalent Input Noise Current Density (I;h) 4.0 X 1O-22W jHz 
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図 4.5: 光変調指数に対する光リンクの平均 CNR特性
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図 4.6: 移動端末あたりの光リンク CNR の瞬時値の分布

より，提案方式の伝送特性が劣化してしまうと考えられる.

基地局選別方式による光リンク雑音の影響の軽減効果4.3.2 

以下では，光リンクでの雑音が遍在アンテナを用いた SDMA 方式に与える影響

について検討し，提案する基地局選別方式の効果を明らかにする.

図 4.7 に光リンクでの平均 Eb/NO に対する周波数利用効率特性を示す.

光リンクでの平均 Eb/NO は 1 移動端末あたりの値である.図 4.7 より，光リンクの

平均 Eb/NO が高くなると周波数利用効率も高くなり，約 20dB 以上の平均 Eb/NO が

得られれば，周波数利用効率はほぼ上限値を示す.一方，光リンクの平均 Eb/NO が

低い場合は，無線リンクでの Eb/NO が 30dB と十分高くても，光リンクでの雑音の

影響が支配的になり，周波数利用効率は O.lbit/s/Hz と無線リンクでの Eb/NO によ

ここで，

らず低くなる.

図 4.6 で示したように，瞬時 CNR は士20dB の範囲で変動しているこの場合，

ため，移動端末の位置やフェージングの変動によっては高い CNR を得られる場合

CNR の低いブランチからの信号も同時に用いて MMSE 合成をしかし，もある.
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図 4.7: 光リンク平均 Eb/NO に対する周波数利用効率特性

その結果，MMSE合成器の最適重み行列推定時に誤差が生じてしまう.行うため，

このMMSE 合成器が最適フィルタとして動作しなくなり，伝送特性は劣化する.

ような誤差の影響が支配的である場合， 4.2.2 節で述べた基地局選別方式を用いる

CNR の低いブランチからの信号を用いずに MMSE合成を行うことで伝送

特性の劣化を軽減できると考えられる.

そこで，図 4.8 に提案方式を用い， MMSE合成に用いる基地局数を雑音の影響に

ことで，

また，光リンク CNR の低いブラ応じて変えた場合の周波数利用効率特性を示す.

MMSE 合成に用いる無線ンチからの信号による誤差の影響を明らかにするため，

基地局の数を希望信号に対して高い電力を得られたものから順に 1 つから 4 っとし

ここで，無線リンクでの基準 Eb/NO

は 30dB とした.図 4.8 より，光リンクでの平均 Eb/NO が約 4dB までは 1 つの無線

10dB までは 2 つの無線基地局からの信号のみを用いて MMSE 合成を行

た場合の周波数利用効率特性もあわせて示す.

基地局，

うことで，最適重み行列推定時の誤差の影響を回避でき， 4っすべての無線基地局

からの信号を用いて MMSE 合成を行う場合より高い周波数利用効率が得られるこ

一方，光リンクでの平均 Eb/NO が 12dB より高くなると，最適重み行とがわかる.
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率特性

列推定誤差の影響が少なくなるので， 4 つの無線基地局すべてを用いて MMSE 合

しかし，提案方式を用いた成を行った場合に最も高い周波数利用効率が得られる.

場合は，光リンクの雑音の状況に応じて MMSE合成に用いる基地局を適応的に選

その影響を軽減でき，光リンクの Eb/NO の値によらず常に最も高

い周波数利用効率が得られる.特に，光リンクでの平均 Eb/NO が OdB のときは約

3 倍もの周波数利用効率が得られており，提案方式の有効性がわかる.

別することで，

このことよ

り，無線伝搬路の状況により光リンクにおける CNR の瞬時値が低くなった場合で

も，提案方式を用いることでその影響を最小限にできることがわかる.

4.4 

本章では，遍在アンテナを用いた OFDM 信号の SDMA 方式における光リンク

雑音および歪の影響を検討した.さらに，その影響による伝送特性の劣化を軽減

するため，基地局選別方式を用いた MMSE 合成器を提案した.計算機シミュレー
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ションの結果より， 光変調指数，出力光電力を適切に設定することで周波数選択

性フェージング環境下での最悪値評価でも，遍在アンテナを用いて SDMA を行う

のに十分な光リンクの平均 CNR が得られることがわかった.また，無線伝搬路に

おける距離減衰や周波数選択性フェージングにより瞬時 CNRが低くなる場合でも，

基地局選別方式を用いることで，光リンク雑音による伝送特性の劣化を軽減できる

ことを示した.
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関連論文 [54]

前章までで検討している遍在アンテナを用いた空間分割多元接続 (SDMA) 方式

は，複局同時受信方式として MMSE 合成を用いている. MMSE 合成は，線形演算

処理だけで実現できるため，そのハードウェア構成は比較的簡単なものとなる.し

かし，同時に受信可能な信号数は，無線基地局数と同数以下に制限されるため，周

波数利用効率の向上には限界がある.さらに， MMSE 合成では，同時に送信を行

う移動端末数と無線基地局数が同数の場合，複数のアンテナを用いて受信している

にもかかわらず，ダイバーシチ利得が得られないという問題がある [13].

一方， DS-CDMA (Direct Seql悶lce-Code Division M ultiple Access) のシステム

では，非線形の複局同時受信方式として，シリアル判定帰還型干渉キャンセラ (SIC)

が有効であると知られている [52 ぅ 53]. この方式は，受信電力の強い移動端末から

順に復調処理を行い，その判定値から複製(レプリカ)信号を作成して受信信号か

ら差し引くことで，逐次的に同一周波数干渉を除去する方式である.さらに，こ

の処理をステージを重ねて繰り返す複数ステージ SIC を用いることで，レプリカ

信号の精度が向上し，特性を改善できることが示されている [53]. 集中型のアレイ

アンテナを用いた SDMA方式においても，複局同時受信方式として SIC の適用が

検討されている [35]. この方式では，受信電力の強い移動端末から順に MMSE 合

成・レプリカ作成を行い，逐次的に同一周波数干渉を除去する.その結果， MMSE 
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合成では得られないダイパーシチ利得が得られ， MMSE 合成と比べて特性を改善

できる.また，複数ステージ化を考える場合，シリアル型の他にもパラレル型の判

定帰還干渉キャンセラ (PIC: Parallel Interference Canceller) の適用が考えられる.

PIC では， MMSE 合成およびレプリカ信号の作成は，受信電力の強さの順に逐次

的に行うのではなく，すべての移動端末に対して同時に行う.このため， PIC の第

1 ステージは MMSE 合成のみを用いる場合と等価である.それに対し， SIC では

後述するように第 1 ステージで自分より受信電力の高い移動端末からの干渉が除去

された信号を用いて MMSE 合成を行うので，パラレル型に比べてレプリカが高精

度に作成できる.従って，同じステージ数を仮定した場合， SIC の方が良好な伝送

特性が得られる.また，上りリンクの SDMA を考えた場合，各移動端末の受信電

力は，無線基地局との距離や伝搬路変動によってそれぞれ異なるので，受信電力の

大きさを考慮した SIC の方が効果的な干渉除去が可能である.これらのことから，

遍在アンテナ SDMA 方式においても， SIC を適用することにより更なる特性改善

が期待できる.

そこで，本章では，遍在アンテナを用いた SDMA 方式における複局同時受信方

式として SIC の適用を提案する.ここで， SIC を効果的に行うためには，それぞれ

の移動端末の受信電力の大小関係を推定しなければならないが，丈献 [35] ではその

推定方法についての検討は行われていない.さらに，遍在アンテナシステムでは，

無線基地局が複数の地点に散らばっていることから，無線基地局ごとに各移動端

末の受信電力の大小関係が異なっており，受信電力の大小比較を簡単に行うことが

できない.そこで，本章では，各移動端末の MMSE 合成後の受信 SINR を推定し，

この推定受信 SINR の大小関係に基づいて干渉除去を行う SIC を提案する.提案方

式では，まず複数の無線基地局で受信した信号に対し，推定受信 SINR の最も大き

い移動端末に対して MMSE 合成を行う.次に，その判定値を用いてレプリカ信号

を作成し，受信信号から減算してその移動端末の干渉成分を除去する.その後，次

に推定受信 SINR の大きい移動端末に対して MMSE 合成を行う.この処理をすべ

ての移動端末に対して順次行うことで，同一周波数干渉を逐次的に除去する.この

ように，複数の移動端末の信号を同時に検出するのではなく，受信電力の強いもの

から順に MMSE 合成を行って検出することで，移動端末数と無線基地局数が同数

の場合でもダイバーシチ利得が得られ，特性を改善できる.
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本章では，まず， SIC を適用した遍在アンテナ SDMA方式のシステムモデルおよび

提案方式との特性比較の対象として用いる最尤判定器 (MLD: Maximum Likelihood 

Detector) の構成について述べる.次に，提案 SIC を用いた遍在アンテナ SDMA方

式のピット誤り率特性およびパケット送信成功確率特性を計算機シミュレーション

により明らかにする.また，一般に複局同時受信方式としては最も良い特性を示す

MLD や，これまで検討してきた MMSE 合成を用いた遍在アンテナ SDMA 方式と

の伝送特性および演算量の比較を行い，提案方式の有効性を示す.

5.2 シリアル判定帰還型干渉キャンセラを用いた遍在ア

ンテナ SDMA方式

5.2.1 システムモデル

図 5.1 に本章で検討する遍在アンテナ SDMA方式の構成を示す.サービスエリア

内に数十 m 間隔で分散配置されたすべての無線基地局は RoF リンクにより中央制

御局と接続されている.各無線基地局は単一の受信アンテナ， E/O , O/E 変換器の

みを備え，無線変復調器や複局同時受信機などの機能は全て中央制御局に設置され

ている.サービスエリア内の移動端末は図 3.2 に示される構成をしており， OFDM

信号を送信する.同一時刻に M個の移動端末が同一周波数帯域で OFDM 信号を

送信した場合を想定すると，送信された信号は伝搬路において，伝搬遅延，距離減

衰，シャドウイング，フェージング，他ユーザからの同一周波数干渉の影響を受け

た後， L 個の無線基地局で受信される.

ここで，各無線基地局での受信信号ベクトルは， (3.2) 式と同様に送信信号ベク

トル x[nぅ k]， 伝搬路応答行列 H[ηぅ k] ， 加法性ガウス雑音ベクトル z[nぅ k] を用いて

以下のように与えられる.

y[n, k] = H[n , k]x[n , k] + z[九 k] (5.1) 

各無線基地局で受信された信号は， E/O 変換器で光信号に変換された後， RoF 

リンクを通じて中央制御局に送られる.このとき，各無線基地局-中央制御局間の

RoF リンク長の違いにより無線基地局から送られてきた受信信号に遅延時間差が
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図 5.1: 遍在アンテナ SDMA 方式の構成

発生する.しかし，この遅延時間差による影響は， OFDM のガード区間を適切に

設定することで除去でき， SDMA 受信後の特性に影響を与えないことが第 3 章に

おいて示されているので，以下では無視できるものとして考える.

中央制御局では，各無線基地局から送られてきた光信号を O/E 変換器で再び電

気信号に変換する.その後，同一周波数帝域で送信された複数信号を分離して検出

するため，各無線基地局から送られてきた信号を用いて複局同時受信を行う.複局

同時受信は，受信信号を DFT によりサブチャネルに分割した後，各サブキャリア

ごとに行う.複局受信により検出された信号 Xm[n ぅ k] は 2k-QAM デマッピング後，

デインターリーブされる.その後，軟判定ピタピ復号器で誤り訂正され，各移動端

末から送信されたピット系列を得る.

5.2.2 シリアル判定帰還型干渉キャンセラの構成

図 5.2 に本章で提案する SIC の構成を示す.提案方式は MMSE 合成器の出力か

らレプリカ信号を作成し，それを受信信号から引くことで干渉を除去する判定帰還

型干渉キャンセラである. SIC において判定帰還を行う際， MMSE合成による判定
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図 5.2: シリアル判定帰還型干渉キャンセラの構成

値を用いる方式の他に， Zero-Forcing 型フィルタ [13] や単一ユーザの最大比合成に

よる判定値を用いる方式が考えられる.しかし， 3.2.2 節で述べたように， MMSE 

合成は平均二乗誤差を最小にするという意味で最適な線形受信機であるので，本論

文では MMSE 合成を用いた SIC についてのみ検討を行う.

提案方式では，まず (3.8) 式で与えられる MMSE 合成後の平均二乗誤差の逆数

をその移動端末の SINR として，同時に送信を行っているすべての移動端末につい

て推定し，それを OFDM信号のサブキャリアで平均化する.次に，この推定受信

SINR の大きいJiI買に移動端末を順位付ける.そして最も順位の高い，すなわち最も

受信 SINR が大きい移動端末に対して MMSE 合成を行い，その判定値を再度符号

化，変調した信号に推定した伝搬路応答を掛けることでレプリカ信号を作成する.

その後，作成されたレプリカ信号を受信信号から差し引き，その信号を次に順位の

高い移動端末に対する MMSE 合成の入力とする.このとき，推定受信 SINR の順

位がm番目の移動端末に対する MMSE 合成器の出力は，

Xm [凡 k] = H~t[nぅ k]ym[η ぅ k] う (5.2) 

打l-l

ym[η ぅ k] = y[nぅ k]- L Hi[η ， k]xi[凡 k] ヲ
i=l 

H:t [η ぅ k] = R;";ym[ηぅ k]Hm[ηぅ k]

(5.3) 

と表すことができる.ここで， ym[nぅ k] は推定受信 SINR の順位がm-1 番目以上
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の移動端末の信号を差しヲ|いた後の受信信号ベクトル ， Rymym[η ， k] は ym[nぅ k] の

自己相関行列， H~t は推定受信 SINR の順位がm番目の移動端末に対する MMSE

合成器の最適重み行列を表す.以上の処理を推定受信 SINR の順位の高い移動端末

から順次行う.その結果，常に自分より SINR の大きい移動端末からの同一周波数

干渉が除去された信号を用いて MMSE 合成を行えるので，ダイパーシチ利得が向

上する.

SIC では，除去されるのは推定受信 SINR の順位が高い移動端末からの干渉信号

のみであり，順位の低い移動端末からの干渉信号は依然として残ったままである.

また， MMSE 合成の判定値に誤りがある場合や，推定した伝搬路応答に誤差が含

まれている場合には，レプリカ信号の精度が下がり，干渉信号を正確に除去できな

い.このような場合，上記の処理をステージを重ねて繰り返し行う複数ステージ

SIC を用いることで特性を改善できる [53]. 複数ステージ SIC では，第 2 ステージ

以降のステージにおいて推定受信 SINR の順位がm香目に高い移動端末の信号検出

を行う場合，その移動端末より順位の高い移動端末からの干渉は同じステージでの

判定値を用いて作成したレプリカ信号を，順位の低い移動端末からの干渉は直前の

ステージでの判定値を用いて作成したレプリカ信号を用いて除去する.このとき，

第 s ステージにおける推定受信 SINR の順位がm 番目の移動端末に対する MMSE

合成器の入力信号 y~[n， k] は，

M 

y~[ηヲ k] =y[ηぅ k]- L Hi，s[n ぅ k]Xi ，s[n ぅ k] - L Hi ,s-l [η ぅ k]Xi ， s- I[nぅ k] ぅ (5 .4)
i=l i=m+l 

と表すことができる.ここで， Hi，s[n ぅ k]， 九s[n ぅ k] はそれぞれ第 s ステージで推定

した 4 番目の移動端末の伝搬路応答ベクトル，判定値を表す.従って， MMSE合成

器の入力信号は，受信信号から他のすべての移動端末のレプリカ信号が差しヲ|かれ

た信号となり，下位の移動端末からの干渉が残っている 1 ステージ SIC の場合に比

べてダイパーシチ利得が向上する.

5.2.3 最尤判定器

MLD は，受信信号と推定した伝搬路応答を用いて受信器内で作成した受信信号

レプリカのユークリッド距離をメトリックとして，取り得る全てのレプリカについ
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て比較し，もっとも最小なメトリックを与えるものを送信された信号として判定す

る方式である.

本章で検討するシステムでは，移動端末の送信タイミングは同期しているとし，

さらに伝搬遅延時間差による 181 も OFDM 信号のガード区間により除去できるも

のとしているので， MLD は周波数領域で各シンボルごとに行う.送信信号レプリ

カベクトルを孟[n ぅ kぅ叶 (1 三 u 三 CM)(C は各サブキャリアの取り得る信号点の数)

とすると，受信信号と受信信号レプリカのユークリッド距離 D[nぅ kぅ叶は次式で与

えられる.

D[ηぅ k ， u] = Ily[n ぅ k]-H[ηぅ k]孟[n ぅ k刈]W (5.5) 

送信信号レプリカ孟[ηう k ， U] が最小ユークリッド距離 D[n ， k ， U] を与えるとき，す

なわち以下の式を満たす場合，

D[いηう k う U閃] = mi仇η花削削(οlは，

一 Ily[nη う k判]一 H[いηう k吋l孟[nη凡， k う U]I刊11 22 

孟[nゥ k う U] を MLD の判定値として出力する.

(5.6) 

このとき，判定値孟[η ， k ぅ U] は硬判定出力値として与えられるので，後段の軟判

定ピタピ復号時の周波数ダイパーシチ利得は得られない.そのため，最小ユーク

リッド距離と 2 番目に小さいユークリッド距離の差で各判定値孟[nぅ k ぅ U] を重みづ

けし，ダイパーシチ利得を得る [34].

MLD は事後確率を最大にするという意味で最適な受信方式であり，一般に最も

良い特性を示す複局同時受信方式であると知られている.しかし，その実現には全

ての移動端末に対して可能性のある全てのレプリカを作成し，それらのメトリック

を計算しなければならない.そのため，移動端末数や変調多値数， OFDM 信号の

サブキャリア数などが増加すると，演算量が飛躍的に増加し，ハードウェア構成の

複雑化や処理時間の増大といった問題が生じる [13].
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5.3 提案方式による伝送特性改善効果

5.3.1 シミュレーションモデル

以下では， SIC を適用した遍在アンテナ SDMA 方式の上りリンクの伝送特性を

計算機シミュレーションにより明らかにし， MMSE合成や MLD を用いた場合の特

性と比較することで提案方式の有効性を示す.

計算機シミュレーションに用いるシステムの諸元を表 5.1 に示す.OFDM信号の

パラメータは， IEEE802.11a の標準に基づたものを仮定する.各ユーザは伝送速度

12Mbps( QPSKぅ符号化率 1/2) のモードを使用し，伝搬路状況に応じた適応変調，

パンクチヤード符号化は行わないものとする.パケットは OFDM信号 10 シンボル

から構成される情報シンボルとその前に挿入された l シンボルのパイロットシンボ

ルから構成され，パケット長は 44μs である.提案方式で、は伝搬路推定はパイロッ

トシンボルを用いて行っているので，パイロットサブキャリア挿入は行わない.無

線伝搬路としては，文献 [79] の報告に基づき，周波数帯 5.2GHz，屋内オフィス環

境を想定した距離減衰係数 3.1 ， r.m.s. 遅延スプレッド 75ns の 20 波指数関数減衰

型レイリーフェージングモデルを仮定する.フェージング変動は準静的であり 1 パ

ケット送信中の時間変動は無視できるとする.

図 5.3 にシミュレーションモデルを示す.以下では，サーピスエリア内の 4 つの

移動端末が同時に同一周波数帯域で、パケットを送信した場合についてのみ検討す

る.サービスエリアは一辺 80m の正方形とし， 4 つの無線基地局がそれぞ、れ RoF リ

ンクで中央制御局に接続されている.また，すべての RoF リンクでの CNR は十分

高く， RoF リンクで生じる雑音や歪が伝送特性に与える影響は無視できるとする.

移動端末のサーピスエリア内での位置はそれぞれ一様分布でランダムに与えられ，

等しい送信電力で信号を送信する.また， 4 つの移動端末の送信シンボルタイミン

グは同期しているとする.移動端末と中央制御局の局部発振器開の周波数オフセッ

トは無視できるものとする.

遍在アンテナシステムでは，無根基地局が分散配置されているため，移動端末と無

線基地局聞の距離が一意に決まらず，各無線基地局ごとに受信電力が異なる.以下で

は移動端末から 28m離れた無線基地局で、の平均受信 Eb/NO を基準 (Nominal)Eb/No 

として与え，伝送特性の評価を行う.ここで， 28m という距離は，図 5.3 で示され
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表 5.1: シミュレーション諸元

FFT Size 64 

Number of Sub-carriers 48 

Sub-carrier Modulation QPSK う Coherent Detection 

FEC Convolution 

Constraint Length=7 

Code Rate=1/2 

Bit Rate 12Mbps 

Symbol Duration 4.0μs 

Guard Interval 800 ns 

Data Symbol Length 10 symbols 

Pilot Symbol Length 1 symbol 

Path Loss Exponent 3.1 

Channel 20-ray Exponencially Decayed 

Rayleigh fading channel 

r.mふ Delay Spread 75 ns 

るシミュレーションモデルにおいて，隣り合う無線基地局間距離を 40m とした場

合のエリアの中央から各無線基地局までの距離に相当し，これは移動端末から最も

近い無線基地局までの距離の最大値を表す.

遍在アンテナシステムのような分散型アレイアンテナは，集中型アレイアンテナ

と同じ信号処理構成で SDMA を実現できるが，受信アンテナ間隔が数十m以上と

広く，各受信電力レベルに大きな差があるため，同じ処理を行ったとしてもその特

性に違いが生じる.以下ではサービスエリア内の無線基地局間距離 Dbs をパラメー

タとして，無線基地局の分散配置による各複局同時受信方式における伝送特性の違

いについても考察する.また，各移動端末から無線基地局の伝搬路応答は電波の到

来方向や端末の位置，受信アンテナ間距離が近い場合に相関が生じることがある.

しかし，以下ではアンテナ素子の分散化による受信電力レベルの違いが伝送特性に

与える影響のみを明らかにするため，移動端末から無線基地局の伝搬路応答は完全

に独立であるとする.
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図 5.3: シミュレーションモデル

5.3.2 基準 Eb/NO に対する伝送特性

図 5.4う図 5.5 に隣り合う無線基地局間距離 Dbs を 40m とした場合の各複局同時受

信方式の基準 Eb/N。に対する平均ピット誤り率特性，パケット送信成功確率をそ

れぞれ示す.ここで，平均ピット誤り率特性は，ランダムに与えられる場所に存在

する 4 つの移動端末のピット誤り率の平均を表し ， 1 パケット中の情報ピットに誤

りがない場合をパケット送信成功としている.また，単一ユーザ環境との比較とし

て移動端末数を 1 として 4 つの無線基地局で、最大比合成ダイパーシチを行う場合の

特性 (L = 4 ,M = 1) とサービスエリアの中央に一つだけ無根基地局を設置し， 1 

本のアンテナで単一受信する場合 (L = M = 1) の特性も示す.

図 5.4より， MMSE合成を用いた場合，無線基地局が分散配置されていることに

よるサイトダイバーシチ効果により ， L=M=l の場合に比べて約 ldB 程度の特

性改善が見られるが，ほぼ同じピット誤り率特性を示す.これは，前述の通り， 4 

本の無線基地局から得られるダイバーシチ利得を同一周波数干渉除去のために使用

しているからである. SIC を用い MMSE 合成後の推定受信 SINR が高いユーザか

ら逐次的に同一周波数干渉をキャンセルすることで， MMSE 合成では得られない

ダイパーシチ利得が得られ， 10-4 のピット誤り率を達成する基準 Eb/NO が MMSE

合成の場合に比べて約 2dB 低減する.

ここで， SIC をマルチステージ化し，レプリカ信号の精度を改善することを考え

る.図 5.6 に SIC の繰り返しステージ数に対するピット誤り率特性を示す.図 5.6 よ

り，繰り返しステージ数を増やすにつれてレプリカ信号の精度が上がるため，ピッ
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図 5.4: l\IIl\IISE ぅ SICぅl\IILD を用いた場合の基準 Eb/NO に対する平均ピット誤り率

特性 (Dbs = 40m) 

ト誤り率特性は改善していく.しかし， 4 ステージ以降は改善がみられないため， 4 

ステージ以上繰り返す必要がないことがわかる.

SIC を 4 ステージ繰り返して行った場合の特性を他の方式の特性と比較すると，

図 5.4より，その特性はl\IIl\IISE 合成， 1 ステージ SIC にくらべて 10-4 のピット誤

り率を達成する基準 Eb/NO がそれぞれ約 7.2dB，約 5.2dB 低減する.また， MLD 

と比較した場合，基準 Eb/NO が高い場合の特性は劣化しているが，低基準 Eb/NO

時はl\IILD より良いピット誤り率特性が得られる.これは，伝搬路推定誤差の影響

が，同時に 4 つの移動端末の信号を検出する MLD より受信 SINR の高い移動端末

から順に検出していく SIC の方が少ないためである.また，複局同時受信方式とし

ては最も良い特性を示すl\IILD でも ， L=4う 1\1/ = 1 の場合と比べると約 ldB 程度

の劣化が見られる.これは，同時に送信している移動端末数が4 のため，移動端末

数が 1 の場合に比べて取りうる信号点の数が 64 倍になり，信号点間距離が近くな

るためである.
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図 5.5 より，パケット送信成功確率についても同様に， MMSE合成を用いた場合

は L=M= 1 の場合とほぼ同じ特性であるが， SIC を用いることでその特性を大

きく改善できる.特に， 4 ステージ SIC を用いた場合は，パケット送信成功確率が

0.9 となる基準 Eb/N。は MLD とほぼ同じであり，提案方式の有効性がわかる.

5.3.3 移動端末数に対する伝送特性

次に，移動端末数を変化させた場合の特性より，提案方式を用いることで得られ

るダイパーシチ利得について検討する.図 5.7 に移動端末数に対する BER=1O-4 を

達成するのに必要な基準 Eb/NO の値を示す.図より， MMSE 合成ぅ SIC を用いた場

合は，移動端末数が少なくなるにつれて，同一周波数干渉成分が減少し，ダイパー

シチ利得が生じるため所要基準 Eb/NO は低減される. MMSE 合成を用いた場合，

ダイパーシチ利得は L-M+1 で表されるので，移動端末数が 3ぅ 2 ， 1 の場合の改善

量はそれぞれ 2う 3 ヲ 4 ブランチ分のダイバーシチ利得を表す.移動端末数が 4 の場

合， 4 ステージ SIC の所要基準 Eb/NO は，移動端末数が 3 の場合の MMSE 合成の

所要基準 Eb/NO より1.2dB 低くなっている.これより， 4 ステージ SIC を用いるこ

とで無線基地局と移動端末の数が同数であっても，約 2.5 ブランチ分のダイバーシ

チ利得が得られることがわかる.また，移動端末数が2 の場合は， SIC の繰り返し

ステージ数を増やしても特性はほとんど改善されない.これは， SIC を 1 ステージ

行った時点でビット誤り率特性が下限値に達するためである.一方， MLD では前

述したように，移動端末数が4 の場合は移動端末数が 1 の場合に比べて，信号点間

距離が近くなるため特性は劣化する.しかし，その劣化は BER=10-4 を達成する

のに必要な基準品/No で約 1dB 程度である.

5.3.4 無線基地局配置に対する伝送特性

図 5.8(a)う図 5.9(a)う図 5.10(a)う図 5.11(a) に無線基地局間距離 Dbs を 0.058m ，

20m , 40m , 60m , 80m とした場合の各方式の基準 Eb/NO に対する平均ピット誤り

率特性を示す.ここで， 0.058m は 5.2GHz 帯の電波の波長を表す.図 5.8( a) より，

MMSE 合成を用いた場合， Dbs を 20m とした時が最も良い特性を示し ， Dbs が大
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図 5.7: 移動端末数に対する平均ピット誤り率特性が 10-4 を満たす基準 Eb/NO の

値 (Dbs = 40m) 

Dbs=O.058m ， すなわち集中型また，きくなるにつれてその特性は劣化していく.

アレイアンテナの場合は，基準 Eb/NO が約 5dB ぐらいまでは Dbs=20m のときと

それより高い基準 Eb/NO では，平均ピット誤り率特性ほぼ等しい特性を示すが，

これは，サービスエリアの辺境に存在する移動端末かにフロア誤りが生じている.

MMSE 合成を行っても十分な SINR が得らの信号は距離減衰が大きくなるため，

一方，無線基地局を分散して配置することで，サービスエリられないためである.

アの辺境に存在する移動端末からの信号でもそれに近い無線基地局で大きな減衰を

受けることなく受信できるので，平均ピット誤り率特性にフロア誤りは生じない.

I ステージ SIC を用いた場合でも平均ピット誤り率特性と無線基

Dbs=O.058m の場合のフロア誤りを取り除くことが

図 5.9(a) より，

地局間距離の関係は変わらず，

できない.

一方，図 5.10(a) より， SIC を 4 回繰り返して用いることで， 1 回の時に比べて平

均ピット誤り率特性を大きく改善でき，特に， Dbs が O.058m ， 20m の時は 4 ステー

さら

Dbs が O.058m で MMSE 合成う l ステージ SIC の場合に生じていた平均ピット

MLD とほぼ同じ平均ピット誤り率特性が得られる.ジ SIC を用いることで，
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誤り率特性のフロア誤りは取り除かれている.また ， Dbs が 40m の場合は，基準

Eb/NO が約 8dB までは最も良い特性を示すが，それ以上になると無線基地局間距

離を近くした方が良くなる.これは無線基地局間距離を近くした場合，各無線基地

局アンテナでの受信電力差は小さいが，分散配置すると受信電力レベルにばらつき

ができてしまい，低基準 Eb/NO 時には効果的であるが，高基準 Eb/NO 時には受信

電力の小さな無線基地局での信号が特性を劣化する要因となるためであると考えら

れる.

また，図 5.11(a) より， MLD を用いた場合は， MMSE 合成や SIC に比べて分散

化による特性の改善効果が最も大きく現れている.特に ， Dbs が 40m の場合に最

も良い特性を示す.これは，遍在アンテナシステムでは各無線基地局で希望信号に

対する受信電力が異なるため，正しい送信信号レプリカから求めたユークリッド距

離と誤っている送信信号レプリカから求めたユークリッド距離の差が大きくなり，

MLD の判定値の信頼性が増すためであると考えられる.

また，図 5.8(b)ぅ図 5.9(b)ぅ図 5.10(b) ，図 5.11(b) より，無線基地局間距離とパケッ

ト送信成功確率の関係はどの複局同時受信方式でもほぼ同じである.特に，平均

ピット誤り率特性では， MLD 以外の複局同時受信方式では Dbs が O.058m ， 20m の

場合のように，無線基地局を集中して配置させた方が良い特性を示したが，パケッ

ト送信成功確率では，どの複局同時受信方式を用いても Dbs=40m とした場合が良

い特性を示す.これは，無線基地局を集中配置した場合は，ピット誤りが複数パ

ケットに渡って平均して発生するが，分散配置すると，ピット誤りの数は多いが，

特定のパケットに対して集中的に発生しているためであると考えられる.このた

め，無線基地局を分散化することでパケット誤りによる再送の回数を減らすこと

ができ，システムのスループットが改善する.しかし，無線基地局間距離が 60m ，

80m と離れるにつれてパケット送信成功確率特性は再び劣化する.このことから，

無線基地局間距離には最適値が存在することがわかる.

そこで，図 5.12 に基準 Eb/NO を 5dB ， 15dB とした場合の各複局同時受信方式の

無線基地局間距離 Dbs に対するパケット送信成功確率を示す.図 5.12 より，基準

Eb/NO が 5dB の場合，無線基地局を分散して配置したほうが高いパケット送信成功

確率が得られ，最も良いパケット送信成功確率を与えるのは Dbs=40m で 4 ステー

ジ SIC を用いた場合である.また，基準 Eb/NO が 15dB の場合は Dbs が 40m まで



68第 5 章 シリアル判定帰還型干渉キャンセラによる遍在アンテナの特性改善効果

10
0 

10-1 

主主手三重.-ご 1?????--t\
7'，-___士、来で- 、 1且

九ι--_立;--..._白~、、
-_-"'_-，"，三.，_._、日冒t

._~口、、、

可、、'"園
目、

• 

Dbs=0.058m 
Dbs=20m 
Dbs=40m 
Dbs=60m 
Dbs=80m 

一一一一+一一一一

〉ト一一

一一ーー栄一一一ー

臼

一一.一一

内
ノ
“

A
U
 

'
E
且

凸~ , 
国lO-

J

¥
 

¥
 

園
、

¥
 

、

¥
 

¥
 

¥
 

¥
 

• ¥
 

日

10-4 

ハ
v

ro A
U
 

咽
E
E

戸
、dA

U
 

咽
E
且

5 10 15 20 

Nominal E〆lYo (dB) 

25 30 

(a) 平均ピット誤り率特性

0.8 h
】
一
一
一
心
司
￡
。
』
仏
国
国

O
U
U
コ
切
】o
u
-
u
司
仏

ロ

0.6 口

日

0.4 

巴

Dbs=0.058m ーー←一
Dbs=20m 新
Dbs=40m 決
Dbs=60m 日
Dbs=80m 一一・一一

0.2 I 

A
V
 

n
U
 5 10 15 

NominalE〆ÍYo (dB) 

20 25 30 

(b) パケット送信成功確率

図 5.8: MMSE 合成における無線基地局間距離を変化させた場合の基準 Eb/N。に対

する (a) 平均ピット誤り率特性 (b) パケット送信成功確率



5.3. 提案方式による伝送特性改善効果 69 

ハ
リハ

リ
ー

Dbs=0.058m 
Dbs=20m 
Dbs=40m 
Dbs=60m 
Dbs=80m 

一一一一→一一一一

〉←ー一

一一一一謙一一一一

四

一一.一fii九ι;iiiJJ E 皿
、，

今
ノ
­

A
υ
 

咽
目
且

¥iJjJ: 
園
、

¥ 

¥ 

¥ 

、

¥ 

¥ 

• ¥ 

Eピ雪
国lO-

J

d
u寸ハ

り
噌
'
I

戸
、JA

U
 

噌
B
I

A
U
 

rnv nu 
唱
目
且

5 10 15 20 

Nominal EflNo (dB) 

25 30 

(a) 平均ピット誤り率特性

>-. 0.8 -
..0 
出
..0 
C ._ 
0... 0.6 
'" '" 包み
にJ
() 

2 
Vコ

] 0.4 
にJ
司
白岡

E
 • 

• 
白

日

0.2 

周
/
 

ノ

/
 

/
 

ノ

圃
f
 〆

〆• 
J
 

-

Dbs=0.058m 一一←一
Dbs=20m 一一一決
Dbs=40m 十一

Dbs=60m 白
Dbs=80m --. 

A
U
 

A
U
 5 10 15 20 

NominalE〆í'V0 (dB) 

25 30 

(b) パケット送信成功確率

図 5.9: 1 ステージ SIC における無線基地局間距離を変化させた場合の基準 Eb/NO

に対する (a) 平均ピット誤り率特性 (b) パケット送信成功確率



シリアル判定帰還型干渉キャンセラによる遍在アンテナの特性改善効果70第 5 章

一一一一+一一一一

一一一ーメ一一一

う終

日

a・

Dbs=0.058m 
Dbs=20m 
Dbs=40m 
Dbs=60m 
Dbs=80m 

回

\
圃

¥
 

.

¥

l

 

¥
 

固

¥
 

¥
 

E
 

・R

• -
ir 

ハ
リハ

リ
，
.
且

ハ
リ
ー

内
4n

リ
ー

10-4 

c;::う

届1O-
J

戸
、JA

リ
ー

30 25 10 15 20 

NominalE〆Vo(dB)

5 
10-6 

0 

(a) 平均ピット誤り率特性

Dbs=0.058m 一一←一
Dbs=20m 咲ー
Dbs=40m 一世

Dbs=60m 日
Dbs=80m --・一一

Jｭf J
 ノ

ノ

ノ

ノ

ノ

4
・

/
 〆

ノ

z
 

• 

0.8 

0.6 

0.4 

0.2 

hコ
一-
4司
心
。
』
仏
国
明
U
U
U
D
∞
-
u
u
A
U
F

凶

30 25 20 15 

NominalE〆íV0 (dB) 

ハ
Ul

 
5 ハ

リ

ハ
リ

(b) パケット送信成功確率

図 5.10: 4 ステージ SIC における無線基地局間距離を変化させた場合の基準 Eb/NO

に対する (a) 平均ピット誤り率特性 (b) パケット送信成功確率



71 提案方式による伝送特性改善効果5.3. 

一一一一+一一一一

〉モ

報

日

一一.一一

Dbs=0.058m 
Dbs=20m 
Dbs=40m 
Dbs=60m 
Dbs=80m 

-
¥
 

¥
 

¥
 

i
l
i
阻

、.
1

10- 1 戸主了圃
ハ
リハ

リ
ー

来

米

白

米

ゥ
“白

り
咽
目
且

10-4 

cι コ
国 10--'

10-5 

30 25 10 15 20 

Nominal E〆Vo (dB) 
5 

10-6 

0 

(a) 平均ピット誤り率特性

~.­

国

0.8 

0.6 

h
】
一
一
一
円
山
司

3
0』
仏
国
叫UU
U
コ
切
H
U
M
A
U

司
仏

Dbs=0.058m 一一』ー
Dbs=20m --判
Dbs=40m ----*-ｭ
Dbs=60m 白

Dbs=80m -・一

ー
周

da 

--

巴

/
/
日

0.4 

0.2 

30 25 20 15 

Nominal E,jNo (dB) 
10 5 A

U
 

A
U
 

(b) パケット送信成功確率

図 5.11: MLD における無線基地局間距離を変化させた場合の基準 Eb/~。に対する

(a) 平均ピット誤り率特性 (b) パケット送信成功確率



72第 5 章 シリアル判定帰還型干渉キャンセラによる遍在アンテナの特性改善効果

1.2 

1 t~~~Ä二位二三ゴ
、、-)く、

、
、

、
、

、
、

、
、

、
、ー〉、

-，」EGーC。ゐLコS .‘ 

0.8 

V田UqににZA J J 3 つ 0.6 

よL-qにc4q J J 0.4 j=.---

0.2 MMSE -一←-1 一 一一一一一一一一一一-

SIC (1 stage) 一一一仲
SIC (4 stages) 咲

MLD ﾐ 

ハ
リ

ハ
U

ハ
Ul

 
20 30 40 

Dbs (m) 
50 60 70 80 

図 5.12: 各複局同時受信方式における無線基地局間距離に対するパケット送信成功

確率(基準 Eb/NO 5dB う 15dB)

は特性に大きな変化はなく， 4 ステージ SIC と MLD の特性はほぼ同じである. し

かし ， Dbs が 40m を越えると特性は劣化していく.以上より，本論文で仮定したシ

ステム構成では ， Dbs=40m の時，低基準 Eb/NO 時に最も高いパケット送信成功確

率が得られ，また基準 Eb/NO が高い場合であっても最大のパケット送信成功確率

を与える Dbs に比べても特性の劣化が少ないため，最適な無線基地局間距離は 40m

であるといえる.

5.3.5 シャドウイング変動の影響

以上のシミュレーションでは，アンテナ素子を分散配置した場合の平均受信電力

レベルの違いによる影響を明らかにするため，距離減衰と瞬時変動のみを考慮し，

シャドウイング変動については考慮していなかった.しかし，シャドウイング変動

は伝送特性を大きく左右する要素であり，複局同時受信方式の特性に与える影響

を考察する必要がある.そこで，シャドウイング変動を考慮に入れた場合の各複
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図 5.13: シャドウイング変動を考慮に入れた場合の各複局同時受信方式における基

準 Eb/NO に対するパケット送信成功確率 (Dbs=0.058mぅ 40眠対数正規分布，標準

偏差 12dB)

局同時受信方式のパケット送信成功確率を図 5.13 に示す. Dbs は 0.058m ， 40m と

し，シャドウイング変動は 5.2GHz 帯を用いた屋内オフィス環境を想定し，標準偏

差 12dB の対数正規分布に従うものとする [79]. ここで，シャドウイング変動は，

受信機の周囲の地形や地物により伝搬経路が遮蔽されることにより生じる変動な

ので，無線基地局間距離が近い Dbs=0.058m の場合，ある移動端末から送信された

信号が4 つの無線基地局間で受信されるまでに受けるシャドウイング変動の相関は

1 とし，別の移動端末から送信された信号が受ける変動とは無相関であるとする.

一方， Dbs=40m の場合はすべての移動端末-無線基地局間で無相関であるとしてシ

ミュレーションを行った.

図 5.13 より，シャドウイング変動がある場合，図 5.5 に示されるシャドウイング

変動がない場合に比べて，基準 Eb/NO が高い場合は特性は劣化するが，低い場合は

シャドウイング変動がない場合より良い特性を示す.これは，シャドウイング変動

により基準 Eb/NO が低い場合であっても，複局同時受信を行うのに十分な電力が得
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られる確率が上がるためである.また，適用する複局同時受信方式による特性の優

劣の関係は，シャドウイングを考慮しない場合と同じである.特に 4 ステージ SIC

は最も良い特性を示し， MMSE 合成に比べて 0.9 のパケット送信成功確率を達成す

るのに必要な基準 EbjN。を約 10dB 低限できることがわかる.また ， Dbs=0.058m 

の場合，一つの移動端末に対してのシャドウイング変動は 4 つの無線基地局で、同じ

となるため特性が大きく劣化してしまう.それに対し，遍在アンテナシステムのよ

うな無線基地局が分散配置されているシステムでは，サイトダイバーシチ効果が生

じるため，シャドウイング変動による特性の劣化は Dbs=0.058m の場合ほど大きく

ない.そのため，提案方式はシャドウイング対策としても有効であるといえる.

5.3.6 提案 SIC の演算量

上記のシミュレーションより， MMSE合成より SIC や MLD を用いる方が良い平

均ピット誤り率特性およびパケット送信成功確率を示すことがわかった.しかし，

SIC や MLD は非線形の複局同時受信方式であるため， MMSE 合成に比べて演算量

が増加する.そこで，本節では各複局同時受信方式の演算量を求め，それらの比較

を行うことでシステムの実現性の検討を行う.また，以下では簡単のため，各複局

同時受信方式における行列演算時の複素乗算回数の比較を行う.

MMSE合成の場合，受信側で行われる演算は (3.6) 式で与えられる最適重み行列

の計算と，それを用いた重み付け合成 ((3.9) 式) ，平均二乗誤差での正規化であ

る.従って， 1 シンボル， 1 サブキャリアあたりの演算量は

(L3 + 2L2NI)jN + LNI + (L2MjN + M) (5.7) 

で与えられる.ここで，第一項は最適重み行列の計算の演算量を表し，本論文では

l パケット送信中の伝搬路変動が問題にならない場合を考えているため，最適重み

行列の計算は，シンボルごとに行うのではなく，パケットごとに行うものとしてシ

ンボル数 N で割つである.また，第二項，第三項はそれぞれ重み付け合成，平均

二乗誤差による正規化の演算量を表す.

次に SIC を用いた場合，受信側で行われる演算は， SINRの推定，逐次的な MMSE
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合成，レプリカ信号の減算である.このときの演算量は

(L2 M + L3 M + L2M(M + l))/N 

+LM + (L2M/N + M) + L(M -1) 
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(5.8) 

で与えられる.ここで，第一項は SINR の推定，各移動端末に対する最適重みマト

リクスの計算を表し，第二項は SINR の高い移動端末から逐次的に M 回行われる

重み付け合成，第三項は平均二乗誤差による正規化，第四項はレプリカ信号作成に

おける演算量を表す.提案方式では誤り訂正符号を用いているので，レプリカ信号

作成時の軟判定ピタピ復号や再符号化による演算量も考慮に入れる必要がある.し

かし， 1 シンボル， 1 キャリアごとの演算量で考える場合， 3 方式の演算量比較に

影響を与えるほどの演算量ではないためここでは無視した.また， SIC をマルチス

テージで行う場合，その演算量はステージ数を S とすると

(L2M + SL3M + SL2M(M + l))/N + SLJvI 

+ S(L2 M/N + M) + L(SM -1) (5.9) 

で表される.

MLD の場合は， (5.5) 式で与えられるユークリッド距離を可能性のある全てのレ

プリカに対して行うので，

CML(M + 1) (5.10) 

で与えられる.

表 5.2 に， 5.3.1 節で与えられるパラメータを用いた場合の 3 方式の演算量を示

す.ここで，各方式の演算量は， MMSE 合成の演算量で正規化した値で表す.ま

た，移動端末数は 4 のままで，無線基地局数を 5 または 6 とした場合 (2 または 3

ブランチ分のダイパーシチ利得に相当)の演算量もあわせて示す.表 5.2 より， SIC 

では ， M 個の移動端末に対して逐次的に信号検出を行うため，同時にアクセスす

る移動端末が多くなるとそれに比例して演算量が多くなるが， L= JvI=4 の場合，

MMSE 合成の約 2倍の演算量で実現できる.また，特性をより改善するため， SIC 

を繰り返し用いる場合，繰り返しによる特性の上限値を与える 4 ステージ SIC で約

6 倍の演算量となる. MLD では， MMSE 合成に比べて 100 倍以上の演算量が必要

となるため，処理遅延の増大や要求するハードウェア性能の高度化が問題となる.



76第 5 章 シリアル判定帰還型干渉キャンセラによる遍在アンテナの特性改善効果

表 5.2: MMSE 合成う SICヲ MLD の演算量

MMSE (4RBSs) 1 

SIC (1 stage) 2.25 

SIC (4 stages) 6.72 

MLD 112.3 

MMSE (5RBSs) 1.45 

MMSE (6RBSs) 3.16 

一方， MMSE合成で 4 ステージ SIC と同等の 2.5 ブランチ分のダイパーシチ利得

を得るためには同時受信する無線基地局を 6 以上にする必要がある.このときの演

算は無線基地局数 4 の場合の約 3.16 倍である.これを提案する SIC を 4 回繰り返

して用いる場合と比較すると，提案方式では，受信する無線基地局数を増加させる

ことなく，約 2~3 倍程度の演算量増加のみで同等のダイバーシチ利得が得られる

ことがわかる.以上より，伝送特性と演算量の双方を考慮した結果，提案方式は，

MMSE 合成や MLD よりも有効な複局同時受信方式であるといえる.

5.4 結言

本章では，遍在アンテナを用いた SDMA 方式におけるダイパーシチ利得を向上

するため，複局同時受信方式として SIC の適用を提案した.提案する SIC は，各移

動端末の MMSE 合成後の SINR の推定を行い，その値の大きい移動端末から順に

干渉除去を行うことで，遍在アンテナシステムで顕著となる無線基地局毎の各ユー

ザの受信電力の違いに起因して，全体としての受信電力の大小比較を容易に行えな

い場合でも効果的に複局同時受信を実現できる.

提案方式の有効性を明らかにするため，計算機シミュレーションを行った.その

結果より，提案方式を用いることで， MMSE 合成では得られないダイパーシチ利

得を得ることができ，平均ピット誤り率が 10-4 を満たすのに必要な基準 Eb/NO を

約 2dB，パケット送信成功確率が 0.9 以上となるのに必要な基準 Eb/~。も 5dB 低

減できることを示した.さらに，提案方式を 4 回繰り返して用いること (4 ステー

ジ化)で 10-4 のピット誤り率を満たすのに必要な基準 Eb/NO を約 7.2dB ， 0.9 以上
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のパケット送信成功確率を達成するのに必要な基準 Eb/N。を約 8dB 低減できるが，

MLD と比較すると，基準抗/N。が高い場合に劣化してしまうことを示した.しか

し， MLD は， MMSE合成に比べて 112 倍の演算量が必要となるため， 4 ステージ化

しても MMSE 合成の 6倍程度の演算量増加で 2.5 ブランチ分のダイパーシチ利得が

得られる SIC が SDMA方式の複局同時受信方式として有効であることがわかった.

また，無線基地局の配置間隔が複局同時受信の特性に与える影響についても検討

を行った結果，平均ピット誤り率特性は無線基地局間距離を小さくした方が良い特

性を示すが，パケット送信成功確率では無線基地局を 40m 間隔で分散配置した方

が良い特性を示すことがわかった.このことより，無線基地局を分散配置すること

でパケット誤りによる再送の回数を減らすことができ，システムのスループットを

改善できる.





79 

第6章 遍在アンテナを用いた空間分

割複信方式

関連論文 [55]

6.1 序言

無線通信においてマルチメディア情報伝送を行う場合， そのトラヒック量は時間

とともに激しく変動し，また，下りリンクのトラヒック量が上りリンクのトラヒッ

ク量を大きく上回っている.このような環境下でも効率良く同一周波数運用を実現

するためには，前章までで検討している上りリンク信号同士の同一周波数干渉だけ

でなく，上りリンク通信と下りリンク通信の聞に発生する同一周波数干渉の対策が

必要となる.この場合， 2.4 節で述べたように，遍在アンテシステムを用いること

で，無線基地局が上りリンク信号受信時に受ける干渉は，受信時に中央制御局での

信号処理により除去できる.しかし，下りリンク信号受信中の移動端末が上りリン

ク信号送信中の移動端末から受ける干渉は，受信時に中央制御局での信号処理を適

用できないため，その対策が必要となる.

下りリンク通信での同一周波数干渉対策として，下りリンク信号送信時に複数の

無材t基地局を使って信号を送ることで送信ダイバーシチを行い，移動端末側で受信時

に信号処理をしなくとも同一周波数干渉を除去する方式が検討されている [80-82].

しかし，送信ダイパーシチを効果的に行うためには，下りリンク通信を行う無線基

地局-移動端末間の伝搬路応答を事前に知る必要がある.さらに，下りリンク信号

同士の同一周波数干渉対策としては有効性が示されているが，上りリンク信号から

の干渉が存在する場合の検討は行われていない.特に，上りリンク信号を送信する

移動端末と下りリンクを受信中の移動端末の距離が近い場合 SIR が非常に小さく

なるため，送信ダイパーシチだけでは同一周波数干渉の影響を取り除くことは難し
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いと考えられる.また，移動端末がアダプテイブアレイを備え，受信時にその利得

を適応制御することで同一周波数干渉を除去できるが，移動端末側での処理やハー

ドウェア構成が複雑になるといった問題がある [40 ぅ 41].

一方， IEEE802.11 準拠の無線LAN システムでは，アクセス制御方式として，情

報の発生に応じてキャリアセンスを行い，チャネルが聞いていればパケットを送信

する CSMAjCA が用いられている [9 ぅ 10]. この方式では， RTSjCTS パケットを用

いて送受信端末の近くにいる端末の送信を禁止することで，同一周波数干渉を回避

する. RTSjCTS による送信制御は，集中制御を行わずに移動端末側の処理だけで

行うので，比較的容易に実現できるといった利点がある.

そこで本章では，下りリンク受信中の移動端末への同一周波数干渉対策として

RTSjCTS を利用することで，同一周波数帯域における効率的な上下リンク通信の

複信を行う遍在アンテナを用いた空間分割複信 (SDD) 方式を提案する.この方式

では，無線 LAN において隠れ端末問題解決のために用いられている RTSjCTS を

利用し，下りリンク受信中の端末に強い干渉を与える移動端末の送信を事前に禁じ

ることで干渉を回避する方式である.以下では，提案方式の構成を述べた後，計算

機シミュレーションを千子い，その特性を明らかにする.

6.2 システムモデル

図 6.1 に遍在アンテナを用いた SDD 方式の構成を示す.サーピスエリア内に数

十 m 間隔で分散配置されている無線基地局は，すべて同一周波数帯域で運用され

ている.すべての無線基地局は RoF リンクを用いて中央制御局に接続されており，

無線基地局は EjO う OjE 変換を行うのみで，下りリンク信号送信前の変調処理や上

りリンク信号の受信信号処理は，全て中央制御局で行われる.

提案方式では，上りリンク，下りリンク双方とも同一周波数帯域を用いて通信を

行う.送受信は全て無線基地局と移動端末の間で行われるとし，移動端末間の通信

は考えないものとする.このとき，同時に行われる上りリンク通信と下りリンク通

信聞の距離が干渉が無視できるほど離れていれば問題ないが，その距離が近い場

合，適切な同一周波数干渉対策が必要となる.以下では，上りリンク信号受信中の

無線基地局が下りリンク信号送信中の無線基地局により受ける干渉，および下りリ



6.2. システムモデル

RoF Link 

E/O,OÆ 
Modem. 
Signal 

Processing 

図 6.1: 遍在アンテナを用いた空間分割多元接続方式の構成
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ンク信号受信中の移動端末が上りリンク信号送信中の移動端末より受ける干渉の対

策について述べる.

6.2.1 遍在アンテナの集中制御性を利用した下りリンク干渉信号成

分除去方式

図 6.2 に提案方式における下りリンク干渉信号成分除去方式を示す.以下では，

無線基地局 (RBS)l が移動端末 (MT)l に下りリンク信号を送信している時に，そ

の近傍で MT2 がアイドル中の RBS2 上りリンク信号を送信する場合を考える.

このとき，他に通信を行っている無線基地局や移動端末がいないとすると， RBS2 

での受信信号 γ は

γ ニ Husu 十日+引

日 = Hdsd 

(6.1) 

(6.2) 

で表される.ここで， Su は MT2 から送信された上りリンク信号， Zd は RBS1 から
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図 6.2: 中央制御局の一括制御性を用いた下りリンク干渉信号成分除去方式

送信された下りリンク信号による干渉信号成分，けま RBS2 での受信時に発生する

加法性ガウス雑音成分， Su は RBSl から送信された下りリンク信号， Hd ぅ Hu はそ

れぞれ RBSI-RBS2 間の伝搬路応答， MT2-RBS2 聞の伝搬路応答を表す. RBS2 で

受信された信号は ， EjO 変換により光信号に変換され， RoF リンクを通じて中央

制御局に送られる.

中央制御局では， RBS2 から送られてきた光信号を OjE 変換により電気信号に

変換した後，受信信号より下りリンク信号成分の除去を行う.遍在アンテナシステ

ムでは無線基地局から送信される信号に対する処理はすべて中央制御局で行われる

ので ， Sd は上りリンク信号受信時に既知で、ある. RBSI-RBS2 聞の伝搬路応答 Hd

の推定値 Hd は，上りリンク信号 Su と下りリンク信号 Sd ， 雑音成分 z がそれぞれ無

相関であることより，

E[rs;'il 
ぬ=一一τ (6.3) 

ISdl 

で与えられる.ここで， E[・]は集合平均を表す.この伝搬路応答の推定値より下り
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リンク信号による干渉成分の複製ゐを作成し，受信信号より減算することで干渉

を除去する.干渉除去後の信号は，

Su - r -Zd 

Husu + (Hd -Hd)Sd + Z 

信 Husu 十 Z (6.4) 

となり， MT2 から送信された上りリンク信号のみを検出できる.

6.2.2 RTSjCTS を利用した上りリンク信号送信制限による干渉団

避方式

次に，本章で提案する RTSjCTS を利用した下りリンク信号受信中の移動端末が

受ける同一周波数干渉回避方式についての説明を行う.

下りリンク信号を送信する無線基地局は，情報パケット送信前に RTS パケット

の送信を行う.無線基地局から送信された RTS パケットには，下りリンク信号送

信先についての情報が含まれている.該当する移動端末は， RTS パケット受信時

に受信電力を測定し，その値から予め決められた受信 SIR のしきい値を満たす最

大干渉信号電力を推定する.最大干渉信号電力 Pi(dBm) は，受信 SIR のしきい値

SIRth(dB) と RTS パケットの受信電力 Pr(dBm) を用いて，

Pi = ~γ SIRth (6.5) 

で与えられる.さらに，この干渉電力値から CTSパケットの送信電力 PcTs(dBm) を，

PCTS = Pt -~ + Pmin (6.6) 

を満たすように決定する.ここで， Pt(dBm) , Pmin(dBm) は，それぞれ上りリンク

信号の送信電力，移動端末の最小受信感度を表す.移動端末は (6.6) 式で示される

送信電力で CTS パケットを送信する. CTS パケットは，下りリンク受信中に SIR

のしきい値を越える干渉を与えるおそれのある移動端末にのみ届く.その結果，そ

の移動端末からの送信を CTS パケットで決められる時間だけ禁止でき，下りリン

ク受信中に受ける干渉を回避できる.
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このときの RTSjCTS により送信を禁止される範囲を考えると，無線 LAN で用

いられている CSMAjCA では，上りリンク信号受信時に下りリンク信号による干

渉の除去ができないため， CTS パケットだけでなく RTS パケットを受信した無線

局も送信を禁止する必要がある.一方，提案方式では，中央制御局での集中制御性

を利用して下りリンク信号による干渉を除去できるため， RTS パケットは CTS パ

ケットの送信電力推定のためだけに用い，送信禁止の制御は CTS パケット受信の

有無だけで行う.また，移動端末が CTS パケットを送信する際の電力は， SIR のし

きい値を越えるおそれのある移動端末にのみ CTS パケットが届くように制御され

ているため，送信を禁止する範囲を最小限に抑えることが可能になる.その結果，

従来の CSMAjCA を用いる方式に比べて RTS パケットによる送信禁止を無効化で

き，送信禁止される範囲が狭くなるので，効果的に上下リンクの双方向通信を実現

できる.

6.3 シミュレーション

6.3.1 シミュレ-ションモデル

表 6.1 にシミュレーション諸元，図 6.3 にシミュレーションモデルをそれぞれ示

す. 7 つの無線基地局が同一周波数運用されており， RoF リンクで中央制御局と接

続されている.また，各無線基地局はそれぞれの電波の届く範囲が互いにオーバー

ラップするように配置されている.ここで， r は無線基地局からの電波の届く最大

距離， Dbs は隣り合う無線基地局間の距離を表す.上りリンク送信を行う移動端末

は中央の無線基地局に近い内側の円内のランダムに与えられる位置で発生し，下り

リンク信号を送信する無線基地局の数は平均値入のポアソン分布に従うものとす

る.周波数帯は 5.2GHz 帯を想定し，距離減衰指数は 3.1，シャドウイングの標準

偏差は 12dB とする [79]. また，レイリーフェージングによる瞬時変動は考慮しな

い.この伝搬環境下で，送信電力を 10dBm とした場合に，最小受信感度の-82dBm

を達成する許容減衰量-92dB に相当する距離 29.8m を γ とした.
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表 6.1: シミュレーション諸元

Frequency Band 5.2GHz 

Path L088 Exponent 3.1 

Standard Deviation of Shadowing 12dB 

Tx Power Pt 10dBm 

Minimum Sen8itivity P min -82dBm 

r 29.8m 

Dbs 20ηz 

大 RBS +MT 
図 6.3: シミュレーションモデ、ル
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図 6.4:上りリンク信号受信時の SIR に対する上りリンク信号送信成功確率

6.3.2 下りリンク干渉成分除去特性

図 6.4に上りリンク信号受信時の SIR に対する上りリンク信号送信成功確率を示

す. このシミュレーションでは，上下リンクとも送信信号として 3.3.1 節での記述

に従った OFDM 信号を用いており， OFDM 信号を 10 シンボル送信して誤りがな

かった場合を送信成功と定義している.同時に送信を行う上りリンク移動端末数，

下りリンク無線基地局数はそれぞれ 1 つとし ， Eò/No は移動端末から送信された上

りリンク信号受信時の平均 Eò/~。を表す.

いたダイパーシチは考慮していない.

また， ここでは複数の無線基地局を用

図 6.4 より ， Eò/No が低い場合は，雑音の影響により， SIR が高くても送信成功

確率は 0.75 以上にはならない.しかし ， Eò/No が高い場合は， SIR が-40dB 以上あ

れば下りリンク信号による同一周波数干渉が存在する場合でもその影響を除去で

き，送信成功確率がほぼ 1 となる. ここで， SIR が-40dB となるのは，無線基地局

聞に見通しがある場合を仮定しても，無線基地局問距離の 6倍以上離れた場所から

上りリンク信号を送信した場合に相当する.そのため，図 6.3 のように， 上りリン

クを送信する移動端末が中央の無線基地局を中心とした半径 Dòs の円内で発生する
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図 6.5: CTS パケットにより送信禁止される領域の面積の割合

場合では，提案方式を用いることで完全に下りリンク信号送信中の無線基地局から

の同一周波数干渉を除去できる.

6.3.3 CTS パケットにより送信禁止される領域の面積

次に，図 6.3 の中央の無線基地局が下りリンク信号送信中の場合における，中央

の円内で CTS パケットにより送信禁止される領域の面積を図 6.5 に示す.ここで，

グラフの横軸は平均下りリンク送信基地局数入，縦軸は中央の円の面積で正規化し

た CTS パケットにより送信禁止される領域の面積を表す.また，下りリンク信号

を受信する移動端末の位置は，下りリンク信号を送信する無線基地局を中心とし

た半径 Dbs の円内でランダムに与えられ，下りリンク信号同士の干渉についても，

SIR のしきい値を満たすように制御されている.

図 6.5 より，中央の無線基地局が下りリンク信号を送信中でも，送信禁止となる

のは， SIR のしきい値を 12dB とした場合で半径 Dbs m の円内の約 45%の領域のみ

である. SIR のしきい値を上げると CTS パケットの送信電力が高くなるため，送
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信禁止される領域の面積は増加する.しきい値が 20dB の場合，送信禁止となるの

は円内の約 60%の領域のみであり，残りの 40%の領域では送信可能である.また，

中央の無線基地局の他に下りリンク信号を送信している無線基地局があると， CTS 

パケットを送信する移動端末の数が増えるため，送信禁止となる領域の面積が増加

する.しかし，下りリンク信号同士の干渉が存在するため，下りリンク送信基地局

数が多くなる頻度は中央の無線基地局のみが下りリンク信号を送信中である場合の

頻度に比べて低く，提案方式の有効性は失われないと考えられる.

6.3.4 上りリンク信号が送信可能となる確率

次に，図 6.3 の中央の円内で発生した上りリンク送信要求が送信可能となる確率

を図 6.6 に示す.ここで，グラフの横軸の入は平均下りリンク送信基地局数を表し，

7 っすべての無線基地局が平均値入のポアソン生起に従って下りリンク信号を送信

するものとする.図 6.6 より，提案方式を用いることで，入が l の場合で約 60%前

後の割合で上りリンク信号を送信可能にできる.また，入が多くなるにつれて送信

可能となる確率が低下していき，入が 2 の場合では送信可能となる確率は約 22~

42%に低下する.この場合， CTS パケットを送信する移動端末の数が増えることだ

けでなく，アイドル中の無線基地局の数が減ることによる確率の低下も含まれてい

るため，上下リンク双方を考慮した効率はそれほど大きく低下しない.

次に，提案方式と従来方式の送信可能確率の比を図 6.7 に示す.ここでは，遍在

アンテナによる下りリンク信号干渉除去を行わず， RTSjCTS による送信制御のみ

を用いて同一周波数干渉を回避する方式を従来方式としている.この場合， CTS 

パケットだけでなく RTS パケットを受信した移動端末および無線基地局も送信を

禁止される.図 6.7 より，提案方式を用いることで従来方式に比べて大幅に送信可

能確率を向上できるのがわかる.特に，下りリンク送信基地局数が多い場合にその

向上率は大きくなる. SIR のしきい値が 12dB の場合，入が 4 を越えると従来方式

では RTS パケットによる送信禁止によりほとんど送信を行うことができないため，

10 倍以上の向上率が得られる.
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6.4 結言

本章では，遍在アンテナを用いた SDD 方式における下りリンク受信中の移動端

末への同一周波数干渉対策として， CSMAjCA での RTSjCTS を利用した干渉回

避方式を提案した.提案方式は，無線 LAN において隠れ端末問題解決のために用

いられている RTSjCTS を利用し，下りリンク受信中の端末に強い干渉を与える移

動端末の送信を事前に禁じることで干渉を回避する方式である.本章では提案方式

の構成を述べた後，計算機シミュレーションを行った.その結果，提案方式を用い

ることで，下りリンク通信が行われている場合であっても，その無線基地局の周り

の約 40%の領域で上りリンク信号を同一周波数帯域で送信可能であることを示し

た.また，下りリンク干渉除去を用いない場合に比べて，数~数十倍もの確率で上

りリンク信号を送信可能にできることを示した.以上の結果より，提案方式を用い

ることで，上りリンク信号受信中の無線基地局が下りリンク信号送信中の無線基地

局により受ける干渉，および下りリンク信号受信中の移動端末が上りリンク信号送

信中の移動端末より受ける干渉の問題を解決でき，遍在アンテナを用いた SDD 方

式を実現できる.
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第 7章結論

本論文では， RoF を用いた遍在アンテナシステムに複数アンテナを用いた空間領

域での信号処理技術を取り入れることで，サービスエリア全域で同一周波数帯域を

利用可能とする，遍在アンテナを用いた空間分割通信方式に関する研究を行った成

果をまとめた.以下に，本研究で得られた成果をまとめる.

まず，第 2 章において， RoF リンクによりサービスエリアに分散配置されている

無線基地局を中央制御局に接続した遍在アンテナシステムにおいて，サーピスエリ

ア全域で同一周波数運用を実現するため，遍在アンテナを用いた空間分割多元接続

(SDMA) 方式および空間分割複信 (SDD) 方式を提案した.遍在アンテナ SDMA方

式は，分散配置されている無線基地局をアレイアンテナの一素子と考え，中央制御

局で適応信号処理を行うことによりアダプテイブアレイシステムを構築し，サービ

スエリア内で同一周波数帯域で送信された複数の移動端末からの上りリンク信号を

同時に受信可能にする方式である.また，遍在アンテナ SDD 方式は，遍在アンテ

ナにおける中央制御局での一括制御性を利用し，ある無線基地局が下りリンク送信

中で、あっても，その近くで発生した上りリンク信号を同一周波数帯域で受信可能に

する，上りリンクと下りリンクの複信方式である.本論文では，第 3 章から第 5 章

において遍在アンテナ SDMA方式の検討を，第 6 章において遍在アンテナ SDD 方

式の検討を行った.以下にそれぞれの章で得られた結果を述べる.

第 3 章では，遍在アンテナを用いた OFDM信号の SDMA方式を提案した.遍在

アンテナを用いて SDMA を実現する場合，無線基地局はサービスエリアの広域に

わたって分散配置されており，各無線基地局-中央制御局間の RoF リンク伝搬経路

長がそれぞれ異なるため， RoF リンクでの伝搬遅延時間差が問題となっていた.提

案方式は，無線伝送信号に OFDM信号を用い，そのガード区間を利用して RoF リ

ンクでの伝搬遅延時間差の影響を除去し，集中型アレイアンテナを用いる場合と同

じ信号処理構成でSDMA を実現するものである.さらに，周波数選択性フェージン
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グ環境下におけるピット誤り率特性を向上させるため，最小二乗誤差 (MMSE) 合

成の出力を平均二乗誤差で正規化する方式を提案した.本章では， 5.2GHz 帯にお

ける IEEE802.11a準拠の OFDM信号を送信信号として仮定した計算機シミュレー

ションを行った.その結果，

• RoF リンクでの伝搬遅延時間差を OFDM 信号のガード区間内に収まるよう

にガード区間を設定することで，遍在アンテナを用いない場合と同様の信号

処理構成で SDMA を実現できることを示した.

-平均二乗誤差による正規化を行うことで，周波数選択性レイリーフェージン

グ環境下でのピット誤り率特性を正規化を行わない場合に比べて約 7dB 改善

できることを示した.

-提案方式では，無線基地局の分散配置の効果により，集中型のアレイアンテ

ナを用いた SDMA方式に比べて ， Eb/NO が低い場合の周波数利用効率を改善

できることを示した.

第 4章では，遍在アンテナを用いた OFDM信号の SDMA方式における，光リン

ク雑音および、歪の影響について検討を行った.また，それらによる伝送特性の劣化

を軽減するため，基地局選別方式を用いた MMSE 合成を提案した.この方式では，

光リンクにおける CNR特性が悪いブランチが存在する場合に，そのブランチを用

いずに，他の CNR特性の良いブランチのみを用いて MMSE 合成を行う.これに

より，最適重み行列推定時の光リンク雑音による誤差を少なくでき，それに伴う伝

送特性の劣化を軽減できる.本章では，計算機シミュレーションを用いて提案方式

の特性評価を行った.その結果，

-上りリンクで周波数選択性フェージングが存在する場合の光リンクにおける

CNR の最悪値評価を行い， 光変調指数，出力光電力を適切に設定すること

で，遍在アンテナを用いて SDMA を行うのに十分な光リンクの平均 CNR が

得られることを示した.

-無線伝搬路における距離減衰や周波数選択性フェージングにより，光リンク

における瞬時 CNR が低くなった場合でも，提案する基地局選別方式を用い



93 

ることで，光リンク雑音による伝送特性の劣化を軽減でき，提案方式を用い

ない場合に比べて最大で約 3倍の周波数利用効率が得られることを示した.

第 5 章では，遍在アンテナを用いた SDMA 方式におけるダイパーシチ利得を向

上するため，複局同時受信方式としてシリアル判定帰還型干渉キャンセラ (SIC) の

適用を提案した.提案する SIC は，移動端末毎に MMSE 合成後の SINR の推定を

行い，その値の大きい移動端末から }II買に干渉除去を行う.これにより，遍在アンテ

ナシステムで顕著となる，無線基地局毎の各ユーザの受信電力の違いに起因して，

全体としての受信電力の大小比較を容易に行えない場合でも，効果的に複局同時受

信を実現できる.提案方式の有効性を明らかにするため，計算機シミュレーション

を行った.その結果，

-提案方式を用いることで， MMSE合成のみでは得られないダイバーシチ利得

を得ることができ，平均ピット誤り率が 10-4 を満たすのに必要な基準 Eb/NO

を約 2dB，パケット送信成功確率が 0.9 以上となるのに必要な基準 Eb/NO も

5dB 低減できることを示した.

-提案方式を 4 回繰り返して用いる 4 ステージ化により， MMSE 合成に比べて

10-4 のピット誤り率を満たすのに必要な基準 Eb/N。を約 7.2dB ， 0.9 以上の

パケット送信成功確率を達成するのに必要な基準 Eb/NO を約 8dB 低減できる

ことを明らかにした.また，最尤判定器と比較すると基準 Eb/NO が高い場合

には若干の劣化が見られることを示した.

-無線基地局の配置間隔が複局同時受信の特性に与える影響について検討を行つ

た結果，無線基地局間距離を 0.058m ， 20m とすることにより良好な平均ピッ

ト誤り率特性を得ることができるが，パケット送信成功確率の面では無線基

地局を 40m 間隔で分散配置した方が良いということを示した.

-最良の伝送特性が得られる最尤判定器は， MMSE合成に比べて 112 倍の演算

量が必要となるが，提案方式は， 4 ステージ化しても MMSE 合成の 6倍程度

の演算量増加で 2.5 ブランチ分のダイバーシチ利得が得られるため，遍在ア

ンテナを用いた SDMA方式の複局同時受信方式として，装置規模の面におい

ても有効であることがわかった.
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第 6 章では，遍在アンテナを用いた SDD 方式における下りリンク受信中の移動

端末への同一周波数干渉対策として， CSMAjCA での RTSjCTS を利用した干渉

回避方式を提案した.提案方式は，無線 LAN において隠れ端末問題解決のために

用いられている RTSjCTS を利用し，下りリンク受信中の端末に強い干渉を与える

移動端末の送信を事前に禁じることで干渉を回避する方式である.本章では提案方

式の構成を述べた後，計算機シミュレーションを行い，その結果，

-提案方式を用いることで，下りリンク通信が行われている場合であっても，そ

の無線基地局の周りの約 40%の領域で上りリンク信号を同一周波数帯域で送

信可能であることを示した.

-下りリンク干渉除去を用いない場合に比べて，数~数十倍もの確率で上りリ

ンク信号を送信可能にできることを示した

以上より，提案方式を用いることで，上りリンク信号受信中の無線基地局が下りリ

ンク信号送信中の無線基地局により受ける干渉，および下りリンク信号受信中の移

動端末が上りリンク信号送信中の移動端末より受ける干渉の問題を解決でき，遍在

アンテナを用いた SDD 方式を実現できる.

以上，第 2章から第 6章までの結果より，本論文で提案する遍在アンテナを用い

た空間分割通信方式を用いることで，同一周波数干渉を適切に除去でき，サービス

エリア内での同一周波数運用が可能となる.その結果，提案方式を無線 LAN など

の高速無線アクセスシステムに適用することで，その周波数利用効率を改善でき，

使用する周波数帯域幅を変えることなく，多くのユーザが同時に広帯域伝送を実現

可能であることを明らかにした.
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